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５ 議    事 

 

   報 告 事 項  １．令和６年度事業計画について 

 

           ２．令和６年度収支予算について 

           

            ３．令和５年度事業報告について 

   

第１号議案   令和５年度決算承認の件 

  

第２号議案   理事及び監事選任の件 

  

   第３号議案   定款の一部変更承認の件 

    

      
 

６ 閉 会 の 辞 
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開催地区等 開 催 場 所 開 催 月 日 

北海道 札幌ＡＣＵ-Ａアスティ４５ １０月   １日  

東 北 ハーネル仙台 ９月 １７日 

関 東 

 

ベルサール神田 

                 

 

１０月   ８日 

１１月   １日 

１２月   ３日 

北 陸 富山国際会議場 ９月 １３日 

中 部 名古屋国際会議場 １０月 １５日 

関 西 大阪国際交流センター 

 

９月 ２６日 

１１月 １５日 

中 国 ＴＫＰ広島駅前 １１月 ２６日 

四 国 かがわ国際会議場 １０月 ２９日 

九 州 福岡国際会議場 １１月 １８日 

オンライン  １２月 １７日 

 

４．技術講習事業 

技術講習をオンライン方式にて1級・２級とも３回実施し、期間中は自由視聴形式と 
する。 

開催方式 区    分 開 催 月 日 

 

オンライン 

 

 

１級・２級 

 

６月２５日～２６日 

６月２７日～２８日 

７月 １日～ ２日 

 

５．登録計装基幹技能者講習事業 

登録計装基幹技能者講習（５月２５日及び２６日）を、全国５地区において実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．人材育成事業 

  講演会を１回及び若手、中堅技術者を対象とした最先端技術勉強会を２回、技能者を対

象とした勉強会を１回開催する。 

 

７．広報事業 

機関誌「計装技術」を年４回発行するとともに、メールマガジンを発信する。 

 

 

 

開催地区 開 催 場 所 

東 北 ハーネル仙台 

関 東 日本教育会館 

中 部 名古屋国際会議場 

関 西 大阪府立国際会議場 

九 州 電気ビル共創館 

報報告告事事項項１１                   
 

 

令令和和６６年年度度事事業業計計画画ににつついいてて  

  令令和和６６年年度度事事業業計計画画  

令和６年４月  １日から 

令和７年３月３１日まで 

 

令和６年度は、次の事業を実施する。 

 
１．調査研究事業 

 （１）計装工事業の技術に関する総合的な調査研究事業並びに技術書の整備及び普及に関 

   する事業 

計装工事業の技術に関する総合的な調査研究を行い、「日本計装工業会技術標準」 

の整備、改定を行う。 

（２）計装工事業の企業合理化に関する調査研究事業 

    企業経営及び先端技術等に関する調査研究を行い、勉強会・講演会を実施して計装

工事業の企業の合理化に資する事業を実施する。 

 （３）計装工事業に関する資料の収集及び調査研究事業 

    ① 計装工事業の実態調査及び計装工事の受注動向調査を実施し、機関誌等により

公表する。 

    ② 海外で行う計装工事業に必要な技術資料の整備及び調査研究を行う。 

 （４）計装工事業に必要な資材等に関する調査研究 

    計装工事業に必要な資材、機械及び工具に関する調査研究を行い、その改善及び普

及に資する事業を実施する。  

 

２．技術審査事業 

 （１）１級登録計装士技術審査事業 

    学科試験(８月２４日)及び実地試験(１２月７日)を、全国５地区において実施する。 

（２）２級計装士技術審査事業 

    学科試験(８月２５日)及び実地試験(１２月８日)を、全国５地区において実施する。 

開催地区 開  催  場  所 

東 北 (学科)ハーネル仙台 (実地)宮城県建設産業会館 

関 東 (学科・実地)幕張メッセ 国際会議場 

中 部 (学科・実地)愛知県産業労働センター（ウインクあいち） 

関 西 (学科・実地)新梅田研修センター 

九 州 (学科・実地)天神ビル 

 

３．技術維持講習事業   

  計装士登録規程に基づく１級登録計装士及び２級計装士の技術維持講習を、全国９地区、

１２会場において実施するとともに、１回のオンライン方式の講習を行い、全１３回実施す

る。 
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る。 
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(単位：円）

事　　　業 法     人 予　　算 前年度予算

① 特定資産運用収入
特定資産受取利息収入 66,000 0 66,000 66,000
特定資産運用収入計 66,000 0 66,000 66,000

② 受取入会金収入
受取入会金収入 0 100,000 100,000 100,000
受取入会金収入計 0 100,000 100,000 100,000

③ 受取会費収入
正会員受取会費収入 0 32,880,000 32,880,000 32,760,000
賛助会員受取会費収入 0 3,120,000 3,120,000 3,000,000
受取会費収入計 0 36,000,000 36,000,000 35,760,000

④ 事業収入
計装士技術審査事業収入 92,536,470 0 92,536,470 102,207,200
　　技術認定事業収入 30,806,700 0 30,806,700 31,416,600
　　技術維持講習事業収入 43,552,000 0 43,552,000 50,357,000
　　技術講習事業収入 18,177,770 0 18,177,770 20,433,600
登録計装基幹技能者講習事業収入 3,450,000 0 3,450,000 0
　　基幹技能講習事業収入 3,450,000 0 3,450,000 0
　　基幹技能更新講習事業収入 0 0 0 0
出版事業収入 8,175,000 0 8,175,000 7,428,000
事業収入計 104,161,470 0 104,161,470 109,635,200

⑤ 雑収入
受取利息収入 0 5,000 5,000 5,000
有価証券運用収入 0 180,000 180,000 180,000
教育研修事業収入 1,250,000 0 1,250,000 1,200,000
雑収入 0 2,300,000 2,300,000 2,300,000
雑収入計 1,250,000 2,485,000 3,735,000 3,685,000

⑥ 他会計からの繰入金収入

他会計からの繰入金収入 0 0 0 0
他会計からの繰入金収入計 0 0 0 0

105,477,470 38,585,000 144,062,470 149,246,200

① 事業費支出
役員報酬支出(事業） 9,034,000 9,034,000 8,041,000
給料手当支出(事業） 26,917,000 26,917,000 25,948,000
臨時雇賃金支出(事業） 797,700 797,700 800,000
退職給付支出(事業） 0 0 0
法定福利費支出(事業） 5,907,000 5,907,000 5,929,000
福利厚生費支出(事業） 0 0 0
旅費交通費支出(事業） 9,190,000 9,190,000 8,134,000
通信運搬費支出(事業） 5,043,650 5,043,650 6,033,000
消耗什器備品費支出(事業） 2,443,520 2,443,520 567,000
事務所諸費支出(事業） 589,000 589,000 560,000
印刷製本費支出(事業） 21,264,009 21,264,009 19,562,000
光熱水料費支出(事業） 803,000 803,000 761,000
賃借料支出(事業） 17,486,500 17,486,500 15,673,000
保険料支出(事業） 0 0 0
諸謝金支出(事業） 1,830,000 1,830,000 2,140,000
租税公課支出(事業） 2,560,000 2,560,000 2,560,000
負担金支出(事業） 0 0 0
委託費支出(事業） 4,879,200 4,879,200 6,824,000
図書資料費支出(事業） 185,000 185,000 25,000
会議費支出(事業） 1,864,000 1,864,000 1,839,000
材料費支出(事業） 0 0 0

科　　　　　目

Ⅰ　事業活動収支の部
１．事業活動収入

事業活動収入計

令令和和66年年度度収収支支予予算算書書
令和6年４月１日から令和7年３月３１日まで

２．事業活動支出

報告事項２ 

 

８．出版事業 

  技術書等に関する普及、宣伝を図り、関係図書の販売促進を図る。 

「プラント計装工事の設計」図書及び「建築物計装設備の用語集」の作成を進め、完成後 

は販売促進を図る。 
  計装マニュアルの改訂準備を行う。 

 

９．創立５０周年記念事業 

記念特別講演会及び祝賀会を行う。会場には年表・写真を掲載したパネルを配置し、祝賀

会では５０年を振り返る動画を投影する。その他、５０年史を発行するとともに、建設専門

紙に工業会概要及び５０周年に係る記事掲載を行う。 

 

１０．その他事業 

（１）優秀施工者国土交通大臣顕彰候補者の選考・推薦 

（２）計装工事業及び計装士の社会的地位向上に関する事業 

（３）計装工事技能者の能力評価に関する事業 

 （４）官公庁等が実施する事業等に積極的に参加・協力する事業 

 （５）関係団体等との協力事業 
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１０．その他事業 

（１）優秀施工者国土交通大臣顕彰候補者の選考・推薦 

（２）計装工事業及び計装士の社会的地位向上に関する事業 

（３）計装工事技能者の能力評価に関する事業 

 （４）官公庁等が実施する事業等に積極的に参加・協力する事業 

 （５）関係団体等との協力事業 
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(単位：円）

事　　　業 法     人 予　　算 前年度予算科　　　　　目

技術維持講習事業資産取得支出 8,000,000 0 8,000,000 9,250,000
登録計装基幹技能者更新講習資産取得支出 0 0 0 0
退職給付引当資産取得支出 1,761,000 379,500 2,140,500 2,635,500
減価償却引当資産取得支出 116,872 1,055,676 1,172,548 1,369,071
敷金資産取得支出 0 0 0 0
特定資産取得支出計 9,877,872 1,435,176 11,313,048 13,254,571

② 固定資産取得支出
什器備品取得支出 0 0 0 0
ソフトウェア取得支出 0 0 0 0
固定資産取得支出計 0 0 0 0

③ 積立金取得支出
事業安定積立金取得支出 0 0 0 0
積立金取得支出計 0 0 0 0

④ 敷金保証金支出
賃貸保証金支出 0 0 0 0
保証金支出 0 1,117,600 1,117,600 0
賃貸保証金支出計 0 1,117,600 1,117,600 0

9,877,872 2,552,776 12,430,648 13,254,571
投資活動収支差額 △ 1,460,372 △ 2,552,776 △ 4,013,148 △ 4,689,571

短期借入金収入 0 0 0 0
0 0 0 0

短期借入金返済支出 0 0 0 0
リース債務返済支出 0 0 0 0

0 0 0 0
0 0 0 0

Ⅳ　予備費支出
予備費支出 0 1,000,000 1,000,000 1,000,000

当期収支差額 △ 27,961,901 1,139,106 △ 26,822,795 △ 7,723,371
前期繰越収支差額 △ 189,853,370 273,775,137 83,921,767 85,181,270
次期繰越収支差額 △ 217,815,271 274,914,243 57,098,972 77,457,899

財務活動収支差額

投資活動支出計

Ⅲ　財務活動収支の部
１．財務活動収入

財務活動収入計
２．財務活動支出

財務活動支出計

(単位：円）

事　　　業 法     人 予　　算 前年度予算科　　　　　目

会場費支出(事業） 13,977,620 13,977,620 12,500,000
教育研修事業費支出(事業） 2,893,800 2,893,800 4,049,000
原稿料支出(事業） 3,924,000 3,924,000 1,540,000
雑支出(事業） 390,000 390,000 818,000
事業費支出計 131,978,999 131,978,999 124,303,000

② 管理費支出
役員報酬支出(管理） 2,230,000 2,230,000 3,223,000
給料手当支出(管理） 5,278,000 5,278,000 6,185,000
臨時雇賃金支出(管理） 100,000 100,000 150,000
退職給付支出(管理） 0 0 0
法定福利費支出(管理） 1,231,232 1,231,232 1,616,000
福利厚生費支出(管理） 250,000 250,000 250,000
旅費交通費支出(管理） 1,724,000 1,724,000 1,400,000
通信運搬費支出(管理） 950,000 950,000 950,000
消耗什器備品費支出(管理） 928,000 928,000 250,000
事務所諸費支出(管理） 121,000 121,000 150,000
印刷製本費支出(管理） 170,000 170,000 170,000
光熱水料費支出(管理） 163,000 163,000 205,000
賃借料支出(管理） 3,322,886 3,322,886 3,867,000
保険料支出(管理） 75,000 75,000 75,000
諸謝金支出(管理） 0 0 0
租税公課支出(管理） 640,000 640,000 640,000
負担金支出(管理） 820,000 820,000 880,000
委託費支出(管理） 1,400,000 1,400,000 1,400,000
図書資料費支出(管理） 450,000 450,000 450,000
会議費支出(管理） 1,450,000 1,450,000 3,100,000
50周年費支出(管理） 11,440,000 11,440,000 566,000
会場費支出(管理） 700,000 700,000 1,000,000
教育研修事業費支出(管理） 0 0 0
慶弔費支出(管理） 100,000 100,000 100,000
原稿料支出(管理） 0 0 0
雑支出(管理） 350,000 350,000 350,000
管理費支出計 0 33,893,118 33,893,118 26,977,000

131,978,999 33,893,118 165,872,117 151,280,000
△ 26,501,529 4,691,882 △ 21,809,647 △ 2,033,800

① 特定資産取崩収入
技術維持講習事業資産取崩収入 8,417,500 0 8,417,500 8,565,000
登録計装基幹技能者更新講習事業資産取崩収入 0 0 0 0
退職給付引当資産取崩収入 0 0 0 0
減価償却引当資産取崩収入 0 0 0 0
敷金資産取崩収入 0 0 0 0
特定資産取崩収入計 8,417,500 0 8,417,500 8,565,000

② 固定資産売却収入
什器備品売却収入 0 0 0 0
ソフトウェア売却収入 0 0 0 0
固定資産売却収入計 0 0 0 0

③ 積立金取崩収入
事業安定積立金取崩収入 0 0 0 0
積立金取崩収入計 0 0 0 0

④ 敷金保証金戻り収入
賃貸保証金戻り収入 0 0 0 0
賃貸保証金戻り収入計 0 0 0 0

8,417,500 0 8,417,500 8,565,000
2．投資活動支出

① 特定資産取得支出

１．投資活動収入

投資活動収入計

事業活動支出計
事業活動収支差額

Ⅱ　投資活動収支の部
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(単位：円）

事　　　業 法     人 予　　算 前年度予算科　　　　　目

技術維持講習事業資産取得支出 8,000,000 0 8,000,000 9,250,000
登録計装基幹技能者更新講習資産取得支出 0 0 0 0
退職給付引当資産取得支出 1,761,000 379,500 2,140,500 2,635,500
減価償却引当資産取得支出 116,872 1,055,676 1,172,548 1,369,071
敷金資産取得支出 0 0 0 0
特定資産取得支出計 9,877,872 1,435,176 11,313,048 13,254,571

② 固定資産取得支出
什器備品取得支出 0 0 0 0
ソフトウェア取得支出 0 0 0 0
固定資産取得支出計 0 0 0 0

③ 積立金取得支出
事業安定積立金取得支出 0 0 0 0
積立金取得支出計 0 0 0 0

④ 敷金保証金支出
賃貸保証金支出 0 0 0 0
保証金支出 0 1,117,600 1,117,600 0
賃貸保証金支出計 0 1,117,600 1,117,600 0

9,877,872 2,552,776 12,430,648 13,254,571
投資活動収支差額 △ 1,460,372 △ 2,552,776 △ 4,013,148 △ 4,689,571

短期借入金収入 0 0 0 0
0 0 0 0

短期借入金返済支出 0 0 0 0
リース債務返済支出 0 0 0 0

0 0 0 0
0 0 0 0

Ⅳ　予備費支出
予備費支出 0 1,000,000 1,000,000 1,000,000

当期収支差額 △ 27,961,901 1,139,106 △ 26,822,795 △ 7,723,371
前期繰越収支差額 △ 189,853,370 273,775,137 83,921,767 85,181,270
次期繰越収支差額 △ 217,815,271 274,914,243 57,098,972 77,457,899

財務活動収支差額

投資活動支出計

Ⅲ　財務活動収支の部
１．財務活動収入

財務活動収入計
２．財務活動支出

財務活動支出計

(単位：円）

事　　　業 法     人 予　　算 前年度予算科　　　　　目

会場費支出(事業） 13,977,620 13,977,620 12,500,000
教育研修事業費支出(事業） 2,893,800 2,893,800 4,049,000
原稿料支出(事業） 3,924,000 3,924,000 1,540,000
雑支出(事業） 390,000 390,000 818,000
事業費支出計 131,978,999 131,978,999 124,303,000

② 管理費支出
役員報酬支出(管理） 2,230,000 2,230,000 3,223,000
給料手当支出(管理） 5,278,000 5,278,000 6,185,000
臨時雇賃金支出(管理） 100,000 100,000 150,000
退職給付支出(管理） 0 0 0
法定福利費支出(管理） 1,231,232 1,231,232 1,616,000
福利厚生費支出(管理） 250,000 250,000 250,000
旅費交通費支出(管理） 1,724,000 1,724,000 1,400,000
通信運搬費支出(管理） 950,000 950,000 950,000
消耗什器備品費支出(管理） 928,000 928,000 250,000
事務所諸費支出(管理） 121,000 121,000 150,000
印刷製本費支出(管理） 170,000 170,000 170,000
光熱水料費支出(管理） 163,000 163,000 205,000
賃借料支出(管理） 3,322,886 3,322,886 3,867,000
保険料支出(管理） 75,000 75,000 75,000
諸謝金支出(管理） 0 0 0
租税公課支出(管理） 640,000 640,000 640,000
負担金支出(管理） 820,000 820,000 880,000
委託費支出(管理） 1,400,000 1,400,000 1,400,000
図書資料費支出(管理） 450,000 450,000 450,000
会議費支出(管理） 1,450,000 1,450,000 3,100,000
50周年費支出(管理） 11,440,000 11,440,000 566,000
会場費支出(管理） 700,000 700,000 1,000,000
教育研修事業費支出(管理） 0 0 0
慶弔費支出(管理） 100,000 100,000 100,000
原稿料支出(管理） 0 0 0
雑支出(管理） 350,000 350,000 350,000
管理費支出計 0 33,893,118 33,893,118 26,977,000

131,978,999 33,893,118 165,872,117 151,280,000
△ 26,501,529 4,691,882 △ 21,809,647 △ 2,033,800

① 特定資産取崩収入
技術維持講習事業資産取崩収入 8,417,500 0 8,417,500 8,565,000
登録計装基幹技能者更新講習事業資産取崩収入 0 0 0 0
退職給付引当資産取崩収入 0 0 0 0
減価償却引当資産取崩収入 0 0 0 0
敷金資産取崩収入 0 0 0 0
特定資産取崩収入計 8,417,500 0 8,417,500 8,565,000

② 固定資産売却収入
什器備品売却収入 0 0 0 0
ソフトウェア売却収入 0 0 0 0
固定資産売却収入計 0 0 0 0

③ 積立金取崩収入
事業安定積立金取崩収入 0 0 0 0
積立金取崩収入計 0 0 0 0

④ 敷金保証金戻り収入
賃貸保証金戻り収入 0 0 0 0
賃貸保証金戻り収入計 0 0 0 0

8,417,500 0 8,417,500 8,565,000
2．投資活動支出

① 特定資産取得支出

１．投資活動収入

投資活動収入計

事業活動支出計
事業活動収支差額

Ⅱ　投資活動収支の部

- 7 -



       ・聴講者（アクセス数） １９３名 

 

講演会（第２回） 

      実施日 令和５年１２月７日（木） 

（新梅田研修センター（大阪）よりオンライン配信及び対面聴講） 

       ・演 題 「官庁営繕における環境施策について」 

         講 師 国土交通省 近畿地方整備局 営繕部 整備課 課長補佐 

                    加 茂 公 嗣 氏 

 

       ・演 題 「ニューロサイエンスとＡＩの仕組みを知る 

～ ビジネスへの応用を考える ～」 

         講 師 脳科学者 ニューロサイエンティスト 工学博士 

                    荻 野 幹 人 氏 

       ・聴講者 １５２名 

（対面聴講数） ３６名  （アクセス数） １１６名 

 

（３）計装工事業に関する資料の収集及び調査研究事業 

計装技術をより効果的に活用するための基礎資料の収集、人材育成等のための事前

調査及び基礎資料の収集は、時代に適応した諸問題に取り組むための計装技術力向上

に必要な事業であり、以って広く国民生活の資質の向上に貢献する事業である。また、

設備工事業に係る基礎資料の収集は、建設行政等のための基礎資料として広く社会一

般に公表されている重要な事業である。 

令和５年度は、次の事業を実施した。 

① 計装工事業界の実態調査の実施（令和５年１０月） 
・資本金、完成工事高、従業員数、計装技術者数等の会員企業の状況 
・スポット調査として、従業員の推移、雇用形態及び技術者の年齢構成、有給休暇取

得、残業の抑制、近年の建設業に関わる施策への対応等、講演会・見学会・勉強会で

取り上げて欲しいテーマ、工業会への意見・要望事項等について調査を行い、集計結

果を機関誌「計装技術」Vol.43,No.3に掲載した。 
② 計装工事に係る受注動向調査の実施 

会員会社について、月別受注高と期別受注高を調査し、集計値を国土交通省に報 
告するとともに、その結果を機関誌「計装技術」Vol.43,No.1~No.4に掲載した。 

 
（４）計装工事業に必要な資材等に関する調査研究事業 

効率化、最新化された計装工事業に必要な資材、機器類等について、機関誌「計 
装技術」を活用して紹介した。 

 
２２．．技技術術審審査査事事業業  

登録計装試験（１級計装士技術審査・２級計装士技術審査）を次のとおり実施した。 
本年度の合格者は、１級が３６９名（うち女性合格者１２名）、２級が２５０名（うち女

性合格者１６名）、合計６１９名となり、合格者累計は、１級計装士合格者が２２，１８３

報告事項３                
令令和和５５年年度度事事業業報報告告ににつついいてて  

令和 ５ 年４月 １日から 
令和 ６ 年３月３１日まで 

 
ⅠⅠ  会会員員のの状状況況    
  
  委員会活動等を中心に会員加入活動を行った結果、正会員で１社、賛助会員で１社の 
申込みがあった。 
結果、令和５年度末現在の会員数は、正会員が１２４社、賛助会員が２２社となった。 

会員区分 令和４年度末 入会 退会 令和５年度末 

正 会 員 １２３社 １社 ０社 １２４社 
賛助会員  ２１社   １社   ０社  ２２社 

計 １４４社 ２社 ０社  １４６社 
 

ⅡⅡ  事事業業のの実実施施状状況況    

  

１１．．調調査査研研究究事事業業  

 （１）計装工事業の技術に関する総合的な調査研究事業 
計装技術に関する技術書を整備・普及し、計装技術者の技術力の向上を図るととも

に広く社会に公開して計装工事に貢献する事業である。 

令和５年度は、日本計装工業会標準の計装工事の範囲（プラント編）及び計装工事

の施工 配線（建築物編）の改定が終了した。                        

 

 （２）計装工事業の企業合理化に関する調査研究事業 

    企業経営や先端技術等に関する調査研究を行い、講演会を通して参加者の計装技術

の向上を図り、習得した知識等を計装工事に役立たせるとともに、計装工事を以て広

く社会に貢献し、ひいては企業の合理化にも資する事業である。 

令和５年度は、次の事業を実施した。 

 

講演会（第１回） 

      実施日 令和５年８月２２日（火）（日本計装工業会よりオンライン配信） 

       ・演 題 「国土交通省における環境への取り組みについて」 

         講 師 国土交通省 総合政策局 環境政策課 環境政策企画官 

                    大 野 浩 史 氏 

 

       ・演 題 「ＡＩとニューロサイエンスを用いたビジネスの今 

～ 感性工学による新しい設計手法 ～」 

         講 師 脳科学者 ニューロサイエンティスト 工学博士 

                    荻 野 幹 人 氏 

- 8 -



       ・聴講者（アクセス数） １９３名 

 

講演会（第２回） 

      実施日 令和５年１２月７日（木） 

（新梅田研修センター（大阪）よりオンライン配信及び対面聴講） 

       ・演 題 「官庁営繕における環境施策について」 

         講 師 国土交通省 近畿地方整備局 営繕部 整備課 課長補佐 

                    加 茂 公 嗣 氏 

 

       ・演 題 「ニューロサイエンスとＡＩの仕組みを知る 

～ ビジネスへの応用を考える ～」 

         講 師 脳科学者 ニューロサイエンティスト 工学博士 

                    荻 野 幹 人 氏 

       ・聴講者 １５２名 

（対面聴講数） ３６名  （アクセス数） １１６名 

 

（３）計装工事業に関する資料の収集及び調査研究事業 

計装技術をより効果的に活用するための基礎資料の収集、人材育成等のための事前

調査及び基礎資料の収集は、時代に適応した諸問題に取り組むための計装技術力向上

に必要な事業であり、以って広く国民生活の資質の向上に貢献する事業である。また、

設備工事業に係る基礎資料の収集は、建設行政等のための基礎資料として広く社会一

般に公表されている重要な事業である。 

令和５年度は、次の事業を実施した。 

① 計装工事業界の実態調査の実施（令和５年１０月） 
・資本金、完成工事高、従業員数、計装技術者数等の会員企業の状況 
・スポット調査として、従業員の推移、雇用形態及び技術者の年齢構成、有給休暇取

得、残業の抑制、近年の建設業に関わる施策への対応等、講演会・見学会・勉強会で

取り上げて欲しいテーマ、工業会への意見・要望事項等について調査を行い、集計結

果を機関誌「計装技術」Vol.43,No.3に掲載した。 
② 計装工事に係る受注動向調査の実施 

会員会社について、月別受注高と期別受注高を調査し、集計値を国土交通省に報 
告するとともに、その結果を機関誌「計装技術」Vol.43,No.1~No.4に掲載した。 

 
（４）計装工事業に必要な資材等に関する調査研究事業 

効率化、最新化された計装工事業に必要な資材、機器類等について、機関誌「計 
装技術」を活用して紹介した。 

 
２２．．技技術術審審査査事事業業  

登録計装試験（１級計装士技術審査・２級計装士技術審査）を次のとおり実施した。 
本年度の合格者は、１級が３６９名（うち女性合格者１２名）、２級が２５０名（うち女

性合格者１６名）、合計６１９名となり、合格者累計は、１級計装士合格者が２２，１８３

報告事項３                
令令和和５５年年度度事事業業報報告告ににつついいてて  

令和 ５ 年４月 １日から 
令和 ６ 年３月３１日まで 

 
ⅠⅠ  会会員員のの状状況況    
  
  委員会活動等を中心に会員加入活動を行った結果、正会員で１社、賛助会員で１社の 
申込みがあった。 
結果、令和５年度末現在の会員数は、正会員が１２４社、賛助会員が２２社となった。 

会員区分 令和４年度末 入会 退会 令和５年度末 

正 会 員 １２３社 １社 ０社 １２４社 
賛助会員  ２１社   １社   ０社  ２２社 

計 １４４社 ２社 ０社  １４６社 
 

ⅡⅡ  事事業業のの実実施施状状況況    

  

１１．．調調査査研研究究事事業業  

 （１）計装工事業の技術に関する総合的な調査研究事業 
計装技術に関する技術書を整備・普及し、計装技術者の技術力の向上を図るととも

に広く社会に公開して計装工事に貢献する事業である。 

令和５年度は、日本計装工業会標準の計装工事の範囲（プラント編）及び計装工事

の施工 配線（建築物編）の改定が終了した。                        

 

 （２）計装工事業の企業合理化に関する調査研究事業 

    企業経営や先端技術等に関する調査研究を行い、講演会を通して参加者の計装技術

の向上を図り、習得した知識等を計装工事に役立たせるとともに、計装工事を以て広

く社会に貢献し、ひいては企業の合理化にも資する事業である。 

令和５年度は、次の事業を実施した。 

 

講演会（第１回） 

      実施日 令和５年８月２２日（火）（日本計装工業会よりオンライン配信） 

       ・演 題 「国土交通省における環境への取り組みについて」 

         講 師 国土交通省 総合政策局 環境政策課 環境政策企画官 

                    大 野 浩 史 氏 

 

       ・演 題 「ＡＩとニューロサイエンスを用いたビジネスの今 

～ 感性工学による新しい設計手法 ～」 

         講 師 脳科学者 ニューロサイエンティスト 工学博士 

                    荻 野 幹 人 氏 
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関 西   大阪国際会議場 １１月２４日  
中 国 広島国際会議場 １１月２８日  
四 国 かがわ国際会議場 １１月  ９日  

  九 州 福岡国際会議場 １０月１０日  
 
 
 
 

オンライン配信 

９月２０日  
１０月１７日  
１１月１６日  
１２月１５日  

 
（２）技術維持講習に携わった講師及びテ－マは次のとおりである。なお、各会場３テー

マで、１テ－マ２時間で実施した。 
①｢計装と情報セキュリティ」 

講 師  (株)ネットアルファ  常務取締役        槇野  泰 氏 

②｢振動と計測（計装）機器」 

講 師  三興コントロール(株) 計測制御サービス事業部 校正技術部 

部長           田村  純 氏 

③｢熱源事例と制御上の留意点」 

講 師  ジョンソンコントロールズ（株） 営業推進統括本部 設計統括部 

                    部長           井村 雅英 氏 

④｢空気線図と空気調和機の制御」 

講 師  前 (株)関電エネルギーソリューション エンジニアリング本部 

     機械システム部    マネージャー       助飛羅 力 氏 

⑤｢プラント計装-受注から完了まで-注意点の再確認｣ 

講 師  千代田エクスワンエンジニアリング(株) 計装・電気プロジェクト本部 

 計装部 計装セクション１            奥田 一久 氏 

⑥｢省エネ法、温対法と見える化、省エネ技術｣ 

講 師  yuY技術士事務所                 山田 幸弘 氏 

⑦｢工業用無線の基礎と実践｣ 

       講 師  前 横河電機(株) マーケティング本部 渉外・標準化戦略センター 

         標準化戦略第２部 

ワイヤレステクノロジープロモーションマネージャー 

                                 山本 周二 氏 

⑧｢ビルエネルギーマネジメントシステムと､災害時の事業継続性(ＢＣＰ)を考慮した 

高機能ビルについて｣ 

講 師  栗原工業（株） 技術統括部 常勤顧問      吉川 博美 氏 

⑨｢水素ガスと計装｣ 

講 師  前 （株）三興 技術企画・教育センター     菅坡 良彦 氏 

   ⑩｢調節計を使うひとの温度制御｣ 
    講 師  （株）チノー イノベーションセンター 開発部 第３開発室 
                    課長           仲摩  崇 氏 
   ⑪｢流量計測の基礎｣ 

名、２級計装士合格者が１５，３６６名、総合格者累計は３７，５４９名となった。 
 
（１）実施地区及び開催場所 

実施地区 開 催 場 所 
東 北 （学科）ハーネル仙台、（実地）宮城県建設産業会館 
関 東 （学科・実地）幕張メッセ国際会議場 
中 部 （学科・実地）愛知県産業労働センター（ウインクあいち） 
関 西 （学科・実地）新梅田研修センター 
九 州 （学科）天神ビル、（実地）福岡商工会議所 

 
（２）学科試験結果 

実 施 日 令和５年８月２６日（土）～２７日（日） 

場  所 東北（仙台）、関東（千葉）、中部（名古屋）、関西（大阪）、 
九州（福岡） 

受験者数 １級 ８８４名 ２級 ４２８名 計 １，３１２名 
合格者数 １級 ４９４名 ２級 ２８３名 計 ７７７名 

 
（３）実地試験結果 

実 施 日 令和５年１２月９日（土）～１０日（日） 

場  所 東北（仙台）、関東（千葉）、中部（名古屋）、関西（大阪）、 
九州（福岡） 

受験者数 １級 ５８８名 ２級 ２８５名 計   ８７３名 
合格者数 １級 ３６９名 ２級 ２５０名 計 ６１９名 

  

３３．．技技術術維維持持講講習習事事業業  

計装技術の進歩及び発展は目覚ましく、計装技術者には最新技術を習得することが必須

であり、計装士資格取得後５年毎に受講が義務付けされている計装技術の維持講習事業を

次のとおり実施し最新計装技術の習得を図るとともに、計装技術力の向上に努めた。 
講習方式は１０会場の開催及び４回のオンライン配信により実施し、受講者は、全体で１

級２，８１８名、２級６７４名、計３，４９２名であった。 
 

 （１）実施地区及び開催場所等 
実施地区等 開 催 場 所 等 開 催 月 日 
北海道 ＡＣＵ－Ａ（アスティ４５) ９月２６日  
東 北 ハーネル仙台 １０月  ３日  
関 東 

 
ベルサール神田 
パシフィコ横浜 

１０月３１日 
１２月  ５日 

北 陸 富山国際会議場 ９月  ７日 
中 部 名古屋国際会議場 １０月２５日  
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関 西   大阪国際会議場 １１月２４日  
中 国 広島国際会議場 １１月２８日  
四 国 かがわ国際会議場 １１月  ９日  

  九 州 福岡国際会議場 １０月１０日  
 
 
 
 

オンライン配信 

９月２０日  
１０月１７日  
１１月１６日  
１２月１５日  

 
（２）技術維持講習に携わった講師及びテ－マは次のとおりである。なお、各会場３テー

マで、１テ－マ２時間で実施した。 
①｢計装と情報セキュリティ」 

講 師  (株)ネットアルファ  常務取締役        槇野  泰 氏 

②｢振動と計測（計装）機器」 

講 師  三興コントロール(株) 計測制御サービス事業部 校正技術部 

部長           田村  純 氏 

③｢熱源事例と制御上の留意点」 

講 師  ジョンソンコントロールズ（株） 営業推進統括本部 設計統括部 

                    部長           井村 雅英 氏 

④｢空気線図と空気調和機の制御」 

講 師  前 (株)関電エネルギーソリューション エンジニアリング本部 

     機械システム部    マネージャー       助飛羅 力 氏 

⑤｢プラント計装-受注から完了まで-注意点の再確認｣ 

講 師  千代田エクスワンエンジニアリング(株) 計装・電気プロジェクト本部 

 計装部 計装セクション１            奥田 一久 氏 

⑥｢省エネ法、温対法と見える化、省エネ技術｣ 

講 師  yuY技術士事務所                 山田 幸弘 氏 

⑦｢工業用無線の基礎と実践｣ 

       講 師  前 横河電機(株) マーケティング本部 渉外・標準化戦略センター 

         標準化戦略第２部 

ワイヤレステクノロジープロモーションマネージャー 

                                 山本 周二 氏 

⑧｢ビルエネルギーマネジメントシステムと､災害時の事業継続性(ＢＣＰ)を考慮した 

高機能ビルについて｣ 

講 師  栗原工業（株） 技術統括部 常勤顧問      吉川 博美 氏 

⑨｢水素ガスと計装｣ 

講 師  前 （株）三興 技術企画・教育センター     菅坡 良彦 氏 

   ⑩｢調節計を使うひとの温度制御｣ 
    講 師  （株）チノー イノベーションセンター 開発部 第３開発室 
                    課長           仲摩  崇 氏 
   ⑪｢流量計測の基礎｣ 

名、２級計装士合格者が１５，３６６名、総合格者累計は３７，５４９名となった。 
 
（１）実施地区及び開催場所 

実施地区 開 催 場 所 
東 北 （学科）ハーネル仙台、（実地）宮城県建設産業会館 
関 東 （学科・実地）幕張メッセ国際会議場 
中 部 （学科・実地）愛知県産業労働センター（ウインクあいち） 
関 西 （学科・実地）新梅田研修センター 
九 州 （学科）天神ビル、（実地）福岡商工会議所 

 
（２）学科試験結果 

実 施 日 令和５年８月２６日（土）～２７日（日） 

場  所 東北（仙台）、関東（千葉）、中部（名古屋）、関西（大阪）、 
九州（福岡） 

受験者数 １級 ８８４名 ２級 ４２８名 計 １，３１２名 
合格者数 １級 ４９４名 ２級 ２８３名 計 ７７７名 

 
（３）実地試験結果 

実 施 日 令和５年１２月９日（土）～１０日（日） 

場  所 東北（仙台）、関東（千葉）、中部（名古屋）、関西（大阪）、 
九州（福岡） 

受験者数 １級 ５８８名 ２級 ２８５名 計   ８７３名 
合格者数 １級 ３６９名 ２級 ２５０名 計 ６１９名 

  

３３．．技技術術維維持持講講習習事事業業  

計装技術の進歩及び発展は目覚ましく、計装技術者には最新技術を習得することが必須

であり、計装士資格取得後５年毎に受講が義務付けされている計装技術の維持講習事業を

次のとおり実施し最新計装技術の習得を図るとともに、計装技術力の向上に努めた。 
講習方式は１０会場の開催及び４回のオンライン配信により実施し、受講者は、全体で１

級２，８１８名、２級６７４名、計３，４９２名であった。 
 

 （１）実施地区及び開催場所等 
実施地区等 開 催 場 所 等 開 催 月 日 
北海道 ＡＣＵ－Ａ（アスティ４５) ９月２６日  
東 北 ハーネル仙台 １０月  ３日  
関 東 

 
ベルサール神田 
パシフィコ横浜 

１０月３１日 
１２月  ５日 

北 陸 富山国際会議場 ９月  ７日 
中 部 名古屋国際会議場 １０月２５日  
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    講 師  島田電機（株） 技術部             田中 幸広 氏 

   内 容 ・「オーナーが求めるこれからのビル監視、制御システム」 

    講 師  森ビル（株） 設計部 設備設計部 設備設計第３グループ 

                                 浅利 直記 氏 

  

６６．．広広報報事事業業  

計装工業会の実施事業等について、広く不特定多数の者に広報するため次の事業を実施

した。 
 （１）機関誌発行事業 
    機関誌「計装技術」を年度内に４回発行し、主要行事や会員会社の実態調査結果、

講演会の要旨、会員会社の活動に資するための建設産業情報、その他計装技術のレベ

ルアップに有益な資料、計装士技術審査における学科試験、実地試験の出題問題、模

範解答等を掲載し、毎回３，５００部を発行した。 

 

（２）広報事業 
    計装工事業等を広く周知し、計装技術の宣伝活動を行うため、建設専門紙等への計

装技術に関する寄稿・計装技術審査事業の案内及び結果報告・登録計装基幹技能者講

習の案内、計装士試験講習会等のポスターの作成、メールマガジンの発信及び会員名

簿等の作成を行った。 
 
７７．．出出版版事事業業  

計装マニュアル、日本計装工業会標準「ＡＪＩＩＳ」等について販売促進を図った。 

  

８８．．創創立立５５００周周年年記記念念事事業業  

        記念式典、記念講演会の計画・実施内容及び５０年史の発行計画・掲載内容、建設

専門紙の掲載内容の検討を行った。 

  

９９．．そそのの他他事事業業  

  （１）優秀施工者国土交通大臣顕彰候補者及び青年優秀施工者不動産・建設経済局長顕彰

候補者の選考・推薦 

    令和５年度優秀施工者国土交通大臣顕彰者として４名及び青年優秀施工者不動産・

建設経済局長顕彰１名が顕彰され、その概要を機関誌「計装技術」VoI.43, No.4に掲載

した。 
   優秀施工者国土交通大臣顕彰 
   ・(有)東海電気土木         髙橋 幸一 氏 

   ・横浜計装（株）          望月 宏行 氏 

   ・西日本プラント工業（株）     新保 清和 氏 

   ・西日本プラント工業（株）     山下 健二郎 氏 

   青年優秀施工者不動産・建設経済局長顕彰 

   ・（株）木内計測          大西 貞孝 氏 

  

    講 師  （株）オーバル 横浜事業所 技術部 

                    部門部長         小澤 貴浩 氏 

                    技術一グループ課長    磯田伸一郎 氏 

                                 伏見 邦彦 氏 

                                 中山 紀旭 氏 

 
４４．．技技術術講講習習事事業業  

計装技術者の知識及び技術力の向上を目的とした講習会を、オンライン配信により実施

した。 
開催方式 区 分 開 催 月 日 

オンライン配信 １級・２級 
６月２７日～２８日 

  ６月２９日～３０日 
７月 ３日～ ４日 

  受講者数は、１級５３５名、２級２２０名であった。 
 
５５．．人人材材育育成成事事業業  

計装技術者の育成は、計装技術を以て社会に貢献する計装工事業界の社会的使命であり必

須の事業である。令和５年度は、若手及び中堅技術者の技術力向上のため、次の勉強会を実

施した。日本計装工業会からのオンライン配信及び一部対面聴講については（一社）東京電

業会館会議室を使用し、参加者は延べ５０１名であった。 
  

    第１回（９月２７日） 参加者（アクセス数） １６８名 

   内 容 ・「富士電機のカーボンニュートラルへ向けた取り組み」 

    講 師  富士電機（株） パワエレ エネルギー事業本部 

エネルギーマネジメント事業部 

                 カーボンニュートラル推進部 

担当部長            笛木  豊 氏 

   内 容 ・「ＯＫＩのイノベーションの取り組みと成功事例」 

    講 師  沖電気工業（株） 執行役員 イノベーション責任者 

イノベーション事業開発センター担当 

             藤原 雄彦 氏 

第２回（１０月２６日） 参加者 １５０名 

            （会場聴講） ３４名  （アクセス数） １１６名 

   内 容 ・「温冷感空調による快適性向上と省エネルギーの両立」 

    講 師  アズビル（株） ビルシステムカンパニー マーケティング本部 

         ＩＢシステム部 ＩＢソリューショングループ   太宰 龍太 氏 

   内 容 ・「配管の気体漏れを可視化で省エネ提案」 

    講 師  日本測器（株） 営業本部 プロセス機器担当部長 

 阿部 公明 氏 

第３回（１１月３０日） 参加者（アクセス数） １８３名 

   内 容 ・「防爆計装工事と施工方法」 
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    講 師  島田電機（株） 技術部             田中 幸広 氏 

   内 容 ・「オーナーが求めるこれからのビル監視、制御システム」 

    講 師  森ビル（株） 設計部 設備設計部 設備設計第３グループ 

                                 浅利 直記 氏 

  

６６．．広広報報事事業業  

計装工業会の実施事業等について、広く不特定多数の者に広報するため次の事業を実施
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 （１）機関誌発行事業 
    機関誌「計装技術」を年度内に４回発行し、主要行事や会員会社の実態調査結果、
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範解答等を掲載し、毎回３，５００部を発行した。 

 

（２）広報事業 
    計装工事業等を広く周知し、計装技術の宣伝活動を行うため、建設専門紙等への計
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    講 師  （株）オーバル 横浜事業所 技術部 

                    部門部長         小澤 貴浩 氏 

                    技術一グループ課長    磯田伸一郎 氏 

                                 伏見 邦彦 氏 
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４４．．技技術術講講習習事事業業  
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７月 ３日～ ４日 

  受講者数は、１級５３５名、２級２２０名であった。 
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業会館会議室を使用し、参加者は延べ５０１名であった。 
  

    第１回（９月２７日） 参加者（アクセス数） １６８名 

   内 容 ・「富士電機のカーボンニュートラルへ向けた取り組み」 

    講 師  富士電機（株） パワエレ エネルギー事業本部 

エネルギーマネジメント事業部 

                 カーボンニュートラル推進部 

担当部長            笛木  豊 氏 

   内 容 ・「ＯＫＩのイノベーションの取り組みと成功事例」 

    講 師  沖電気工業（株） 執行役員 イノベーション責任者 

イノベーション事業開発センター担当 

             藤原 雄彦 氏 

第２回（１０月２６日） 参加者 １５０名 

            （会場聴講） ３４名  （アクセス数） １１６名 

   内 容 ・「温冷感空調による快適性向上と省エネルギーの両立」 

    講 師  アズビル（株） ビルシステムカンパニー マーケティング本部 

         ＩＢシステム部 ＩＢソリューショングループ   太宰 龍太 氏 

   内 容 ・「配管の気体漏れを可視化で省エネ提案」 

    講 師  日本測器（株） 営業本部 プロセス機器担当部長 

 阿部 公明 氏 

第３回（１１月３０日） 参加者（アクセス数） １８３名 

   内 容 ・「防爆計装工事と施工方法」 
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２．理事会 

（１）第５４回理事会（第１２回運営協議会との合同会議） 令和５年５月１０日 

於 ＫＫＲ ホテル東京 

（議案） ・令和４年度事業報告及び収支決算について 
     ・役員の選任について 

     ・令和５年度通常総会の開催について 

      ・会員の入会の承認について 

（報告事項）・代表理事等の職務執行報告について 

      ・令和５年度事業計画及び収支予算について 

  (その他)  ・登録基幹技能者制度及び能力評価制度について 

（２）第５５回理事会 令和５年６月２０日 

於 ＫＫＲ ホテル東京 

（報告事項）・役員の選任について 

     ・書面表決の結果について 

（３）第５６回理事会 令和５年６月２０日 

   （議案） ・代表理事等の選定及び事業委員会委員長の選任について 

       ・運営協議員の委嘱について 

       ・顧問の選任について 

       ・中央審査委員会審査委員の選任について 

（４）第５７回理事会 令和５年１０月１８日 

於 ＫＫＲ ホテル東京 

 （議案） ・諸規程等の一部改正及び新設について 
（報告事項）・代表理事等の職務執行報告について 

      ・令和５年度上半期収支予算執行状況報告について 

  (その他)  ・登録基幹技能者制度及び能力評価制度について 

（５）第５８回理事会 令和６年３月２１日 

於 ＫＫＲ ホテル東京 

     (議案)   ・令和６年度事業計画及び収支予算について 

         ・中央審査委員会審査委員の委嘱について 

        ・諸規程の一部改正及び新設について 

        ・創立５０周年記念功労者表彰対象者について 

         ・会員の入会の承認について 

   （報告事項）・創立５０周年記念行事について 

・令和５年度計装士技術審査の結果について 

   (その他)  ・工業会における取り組みと定款について 

（２）教育研修事業 
    福井県の委託事業として、（公財）若狭湾エネルギー研究センターから依頼を受け「計

装入門講座」を実施した。 
 
（３）官公庁等が実施する事業等に積極的に参加・協力する事業 

      ①登録計装基幹技能者講習、計装工事技能者能力評価等の認定 

    登録計装基幹技能者講習及び計装工事技能者能力評価の導入に向けて、工業会内の

意見調整及び国土交通省への説明等の後、申請を行った。結果として、講習について

は１１月１日、能力評価については１２月２２日に実施団体として認定され、令和６

年３月の国土交通省告示により、登録計装基幹技能者が実務経験により４業種（電気、

管、機械器具設置、電気通信）のいずれか又は複数の主任技術者又は一般建設業の営

業所専任技術者要件として認められた。また、（一財）建設業振興基金に対して能力評

価を申請する際に使用するコード表に計装工事に係る資格等の追加申請を行い、申請

のとおり反映された。 

 

   ②登録計装基幹技能者講習の実施に向けた検討 
     講習委員会を新たに創設し、７月より、今後のスケジュールの策定、講習内容の検

討、テキスト作成、告知資料による受講者募集と周知活動のほか、講習実施に向けた

準備を行った。 
 
   ③建設設備計画標準及び資料等に対する改定意見の提出 
     国土交通省から「建築設備計画基準及び資料 令和６年度版」及び「建築設備設計基

準及び資料 令和６年度版」の改定意見を求められ、改定意見を提出した。 
 
 （４）関係団体等との協力事業 

（一社）建設産業専門団体連合会の全国大会、（一財）建設業振興基金の専務理事・

事務局長会議等に参加した。 
  

ⅢⅢ  会会議議等等のの開開催催状状況況    

  

    次のとおり、会議を開催した。 

 

１．総  会 

第１３回通常総会 令和５年６月２０日 

     於 ＫＫＲ ホテル東京 

     (議案) ・令和４年度決算承認の件 

        ・理事１７名及び監事２名の選任の件 

      （報告事項）・令和５年度事業計画について 

        ・令和５年度収支予算について 

        ・令和４年度事業報告について 
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２．理事会 

（１）第５４回理事会（第１２回運営協議会との合同会議） 令和５年５月１０日 

於 ＫＫＲ ホテル東京 

（議案） ・令和４年度事業報告及び収支決算について 
     ・役員の選任について 

     ・令和５年度通常総会の開催について 

      ・会員の入会の承認について 

（報告事項）・代表理事等の職務執行報告について 

      ・令和５年度事業計画及び収支予算について 

  (その他)  ・登録基幹技能者制度及び能力評価制度について 

（２）第５５回理事会 令和５年６月２０日 

於 ＫＫＲ ホテル東京 

（報告事項）・役員の選任について 

     ・書面表決の結果について 

（３）第５６回理事会 令和５年６月２０日 

   （議案） ・代表理事等の選定及び事業委員会委員長の選任について 

       ・運営協議員の委嘱について 

       ・顧問の選任について 

       ・中央審査委員会審査委員の選任について 

（４）第５７回理事会 令和５年１０月１８日 

於 ＫＫＲ ホテル東京 
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（５）第５８回理事会 令和６年３月２１日 

於 ＫＫＲ ホテル東京 

     (議案)   ・令和６年度事業計画及び収支予算について 

         ・中央審査委員会審査委員の委嘱について 

        ・諸規程の一部改正及び新設について 

        ・創立５０周年記念功労者表彰対象者について 

         ・会員の入会の承認について 

   （報告事項）・創立５０周年記念行事について 

・令和５年度計装士技術審査の結果について 

   (その他)  ・工業会における取り組みと定款について 

（２）教育研修事業 
    福井県の委託事業として、（公財）若狭湾エネルギー研究センターから依頼を受け「計

装入門講座」を実施した。 
 
（３）官公庁等が実施する事業等に積極的に参加・協力する事業 

      ①登録計装基幹技能者講習、計装工事技能者能力評価等の認定 

    登録計装基幹技能者講習及び計装工事技能者能力評価の導入に向けて、工業会内の

意見調整及び国土交通省への説明等の後、申請を行った。結果として、講習について

は１１月１日、能力評価については１２月２２日に実施団体として認定され、令和６

年３月の国土交通省告示により、登録計装基幹技能者が実務経験により４業種（電気、

管、機械器具設置、電気通信）のいずれか又は複数の主任技術者又は一般建設業の営

業所専任技術者要件として認められた。また、（一財）建設業振興基金に対して能力評

価を申請する際に使用するコード表に計装工事に係る資格等の追加申請を行い、申請

のとおり反映された。 

 

   ②登録計装基幹技能者講習の実施に向けた検討 
     講習委員会を新たに創設し、７月より、今後のスケジュールの策定、講習内容の検

討、テキスト作成、告知資料による受講者募集と周知活動のほか、講習実施に向けた

準備を行った。 
 
   ③建設設備計画標準及び資料等に対する改定意見の提出 
     国土交通省から「建築設備計画基準及び資料 令和６年度版」及び「建築設備設計基

準及び資料 令和６年度版」の改定意見を求められ、改定意見を提出した。 
 
 （４）関係団体等との協力事業 

（一社）建設産業専門団体連合会の全国大会、（一財）建設業振興基金の専務理事・

事務局長会議等に参加した。 
  

ⅢⅢ  会会議議等等のの開開催催状状況況    

  

    次のとおり、会議を開催した。 

 

１．総  会 

第１３回通常総会 令和５年６月２０日 
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（単位：円）

事業 法人 計
Ⅰ 一般正味財産増減の部
    １． 経常増減の部
      (１) 経常収益
        ① 特定資産運用益
            特定資産受取利息 66,136 722 66,858 66,785 73
          特定資産運用益計 66,136 722 66,858 66,785 73
        ② 受取入会金
            受取入会金 0 100,000 100,000 100,000 0
          受取入会金計 0 100,000 100,000 100,000 0
        ③ 受取会費
            正会員受取会費 0 32,700,000 32,700,000 33,480,000 △ 780,000
            賛助会員受取会費 0 3,160,000 3,160,000 3,030,000 130,000
          受取会費計 0 35,860,000 35,860,000 36,510,000 △ 650,000
        ④ 事業収益
          　 計装士技術審査事業収益 95,397,530 0 95,397,530 92,994,350 2,403,180
　　　　　　  技術認定事業収益 29,040,000 0 29,040,000 29,982,480 △ 942,480
　　　　　　　技術維持講習事業収益 47,920,810 0 47,920,810 45,402,960 2,517,850
　　　　　　　技術講習事業収益 18,436,720 0 18,436,720 17,608,910 827,810
            出版事業収益 7,234,709 0 7,234,709 7,506,876 △ 272,167
          事業収益計 102,632,239 0 102,632,239 100,501,226 2,131,013
        ⑤ 雑収益
            受取利息 0 2,101 2,101 2,043 58
            有価証券運用益 0 180,000 180,000 180,000 0
          　教育研修事業収入 2,456,141 0 2,456,141 1,934,171 521,970
            雑収入 22,000 3,023,479 3,045,479 2,854,402 191,077
          雑収益計 2,478,141 3,205,580 5,683,721 4,970,616 713,105
          経常収益計 105,176,516 39,166,302 144,342,818 142,148,627 2,194,191
      (２) 経常費用
        ① 調査研究事業費
            役員報酬(調査) 1,573,264 0 1,573,264 1,573,264 0
            給料手当(調査) 5,529,178 0 5,529,178 5,745,041 △ 215,863
            臨時雇賃金(調査) 0 0 0 0 0
            退職給付費用(調査) 400,202 0 400,202 437,988 △ 37,786
            法定福利費(調査) 1,209,142 0 1,209,142 1,217,244 △ 8,102
  　　　　　福利厚生費(調査) 0 0 0 0 0
            旅費交通費(調査) 203,300 0 203,300 167,278 36,022
            通信運搬費(調査) 0 0 0 17,500 △ 17,500
            消耗什器備品費(調査) 377,301 0 377,301 281,122 96,179
            事務所諸費(調査) 113,374 0 113,374 113,620 △ 246
            印刷製本費(調査) 0 0 0 0 0
            光熱水料費(調査) 177,586 0 177,586 206,305 △ 28,719
            賃借料(調査) 3,141,892 0 3,141,892 3,141,892 0
 　　　　　 保険料(調査) 0 0 0 0 0
            諸謝金(調査) 0 0 0 0 0
 　　　　　 租税公課(調査) 0 0 0 0 0
  　　　　　負担金(調査) 0 0 0 0 0
  　　　　　委託費(調査) 0 0 0 0 0
            図書資料費(調査) 0 0 0 0 0
            会議費(調査) 55,500 0 55,500 0 55,500
 　　　　　 材料費(調査) 0 0 0 0 0
            会場費(調査) 0 0 0 0 0
  　　　　　教育研修事業費(調査) 0 0 0 0 0
  　　　　　原稿料(調査) 0 0 0 0 0
            雑費(調査) 0 0 0 0 0
  　　　　　減価償却費(調査) 0 0 0 0 0
          調査研究事業費計 12,780,739 0 12,780,739 12,901,254 △ 120,515
        ② 技術認定事業費
            役員報酬(認定) 1,573,264 0 1,573,264 1,573,264 0
            給料手当(認定) 5,467,742 0 5,467,742 5,681,208 △ 213,466
            臨時雇賃金(認定) 593,595 0 593,595 668,439 △ 74,844
            退職給付費用(認定) 397,038 0 397,038 434,405 △ 37,367
            法定福利費(認定) 1,198,337 0 1,198,337 1,206,320 △ 7,983
  　　　　　福利厚生費(認定) 0 0 0 0 0

正正  味味  財財  産産  増増  減減  計計  算算  書書
令和5年4月1日から令和6年3月31日まで

科目名
当年度決算額

前年度決算額 差異

　　 　　　　

(単位：円）
科　　　　　　　　　目 当年度 前年度 差異

Ⅰ 資 産 の 部
  １．流動資産
    (１) 現金預金
         現  金 235,064 200,446 34,618
         普通預金 33,221,337 35,595,595 △ 2,374,258
         定期預金 55,000,000 50,000,000 5,000,000
          現金預金合計 88,456,401 85,796,041 2,660,360
    (２) その他流動資産
         未収入金 435,266 339,850 95,416
         前払金 3,257,044 3,096,457 160,587
         貯蔵品 2,645,882 3,886,929 △ 1,241,047
          その他流動資産合計 6,338,192 7,323,236 △ 985,044
          流動資産合計 94,794,593 93,119,277 1,675,316
  ２．固定資産
    (１) 特定資産
         技術維持講習事業資産 40,450,000 40,277,500 172,500
         退職給付引当資産 18,997,250 16,590,576 2,406,674
         減価償却引当資産 17,310,836 20,739,154 △ 3,428,318
          特定資産合計 76,758,086 77,607,230 △ 849,144
    (２) 積立金資産
         事業安定積立金 106,639,659 109,567,059 △ 2,927,400
          積立金資産合計 106,639,659 109,567,059 △ 2,927,400
    (３) その他固定資産
         造作 2,422,030 2,856,931 △ 434,901
         什器備品 1,179,063 1,814,936 △ 635,873
         ソフトウェア 149,151 447,449 △ 298,298
         電話加入権 204,760 204,760 0
         賃貸保証金 11,176,000 11,176,000 0
         長期前払金(保証金) 279,400 838,200 △ 558,800
          その他固定資産合計 15,410,404 17,338,276 △ 1,927,872
          固定資産合計 198,808,149 204,512,565 △ 5,704,416
          資産合計 293,602,742 297,631,842 △ 4,029,100

Ⅱ 負 債 の 部
  １．流動負債
         未払金 4,100,708 3,194,555 906,153
         前受金 2,829,000 0 2,829,000
         預り金 1,297,236 856,523 440,713
         賞与引当金 3,227,600 3,207,500 20,100
          流動負債合計 11,454,544 7,258,578 4,195,966
  ２．固定負債
         退職給付引当金 18,997,250 16,590,576 2,406,674
          固定負債合計 18,997,250 16,590,576 2,406,674
          負債合計 30,451,794 23,849,154 6,602,640

Ⅲ 正 味 財 産 の 部
  １．一般正味財産 263,150,948 273,782,688 △ 10,631,740
          （うち基本財産への充当額） 0 0 0
          （うち特定資産への充当額） 57,760,836 61,016,654 △ 3,255,818
          正味財産合計 263,150,948 273,782,688 △ 10,631,740
          負債 及び 正味財産合計 293,602,742 297,631,842 △ 4,029,100

貸貸　　借借　　対対　　照照　　表表
令和6年3月31日現在

【【第第１１号号議議案案】】　　　　令令和和５５年年度度決決算算承承認認のの件件
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（単位：円）

事業 法人 計
Ⅰ 一般正味財産増減の部
    １． 経常増減の部
      (１) 経常収益
        ① 特定資産運用益
            特定資産受取利息 66,136 722 66,858 66,785 73
          特定資産運用益計 66,136 722 66,858 66,785 73
        ② 受取入会金
            受取入会金 0 100,000 100,000 100,000 0
          受取入会金計 0 100,000 100,000 100,000 0
        ③ 受取会費
            正会員受取会費 0 32,700,000 32,700,000 33,480,000 △ 780,000
            賛助会員受取会費 0 3,160,000 3,160,000 3,030,000 130,000
          受取会費計 0 35,860,000 35,860,000 36,510,000 △ 650,000
        ④ 事業収益
          　 計装士技術審査事業収益 95,397,530 0 95,397,530 92,994,350 2,403,180
　　　　　　  技術認定事業収益 29,040,000 0 29,040,000 29,982,480 △ 942,480
　　　　　　　技術維持講習事業収益 47,920,810 0 47,920,810 45,402,960 2,517,850
　　　　　　　技術講習事業収益 18,436,720 0 18,436,720 17,608,910 827,810
            出版事業収益 7,234,709 0 7,234,709 7,506,876 △ 272,167
          事業収益計 102,632,239 0 102,632,239 100,501,226 2,131,013
        ⑤ 雑収益
            受取利息 0 2,101 2,101 2,043 58
            有価証券運用益 0 180,000 180,000 180,000 0
          　教育研修事業収入 2,456,141 0 2,456,141 1,934,171 521,970
            雑収入 22,000 3,023,479 3,045,479 2,854,402 191,077
          雑収益計 2,478,141 3,205,580 5,683,721 4,970,616 713,105
          経常収益計 105,176,516 39,166,302 144,342,818 142,148,627 2,194,191
      (２) 経常費用
        ① 調査研究事業費
            役員報酬(調査) 1,573,264 0 1,573,264 1,573,264 0
            給料手当(調査) 5,529,178 0 5,529,178 5,745,041 △ 215,863
            臨時雇賃金(調査) 0 0 0 0 0
            退職給付費用(調査) 400,202 0 400,202 437,988 △ 37,786
            法定福利費(調査) 1,209,142 0 1,209,142 1,217,244 △ 8,102
  　　　　　福利厚生費(調査) 0 0 0 0 0
            旅費交通費(調査) 203,300 0 203,300 167,278 36,022
            通信運搬費(調査) 0 0 0 17,500 △ 17,500
            消耗什器備品費(調査) 377,301 0 377,301 281,122 96,179
            事務所諸費(調査) 113,374 0 113,374 113,620 △ 246
            印刷製本費(調査) 0 0 0 0 0
            光熱水料費(調査) 177,586 0 177,586 206,305 △ 28,719
            賃借料(調査) 3,141,892 0 3,141,892 3,141,892 0
 　　　　　 保険料(調査) 0 0 0 0 0
            諸謝金(調査) 0 0 0 0 0
 　　　　　 租税公課(調査) 0 0 0 0 0
  　　　　　負担金(調査) 0 0 0 0 0
  　　　　　委託費(調査) 0 0 0 0 0
            図書資料費(調査) 0 0 0 0 0
            会議費(調査) 55,500 0 55,500 0 55,500
 　　　　　 材料費(調査) 0 0 0 0 0
            会場費(調査) 0 0 0 0 0
  　　　　　教育研修事業費(調査) 0 0 0 0 0
  　　　　　原稿料(調査) 0 0 0 0 0
            雑費(調査) 0 0 0 0 0
  　　　　　減価償却費(調査) 0 0 0 0 0
          調査研究事業費計 12,780,739 0 12,780,739 12,901,254 △ 120,515
        ② 技術認定事業費
            役員報酬(認定) 1,573,264 0 1,573,264 1,573,264 0
            給料手当(認定) 5,467,742 0 5,467,742 5,681,208 △ 213,466
            臨時雇賃金(認定) 593,595 0 593,595 668,439 △ 74,844
            退職給付費用(認定) 397,038 0 397,038 434,405 △ 37,367
            法定福利費(認定) 1,198,337 0 1,198,337 1,206,320 △ 7,983
  　　　　　福利厚生費(認定) 0 0 0 0 0

正正  味味  財財  産産  増増  減減  計計  算算  書書
令和5年4月1日から令和6年3月31日まで

科目名
当年度決算額

前年度決算額 差異
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（単位：円）

事業 法人 計
科目名

当年度決算額
前年度決算額 差異

  　　　　　委託費(講習) 2,366,430 0 2,366,430 3,006,108 △ 639,678
  　　　　　図書資料費(講習) 0 0 0 0 0
            会議費(講習) 40,036 0 40,036 0 40,036
  　　　　　材料費(講習) 0 0 0 0 0
            会場費(講習) 0 0 0 0 0
  　　　　　教育研修事業費(講習) 398,652 0 398,652 378,869 19,783
  　　　　　原稿料(講習) 0 0 0 0 0
            雑費(講習) 51,333 0 51,333 46,200 5,133
  　　　　　減価償却費(講習) 0 0 0 0 0
          技術講習事業費計 17,295,779 0 17,295,779 17,960,222 △ 664,443
        ⑤ 人材育成事業費
            役員報酬(人材) 583,264 0 583,264 583,264 0
            給料手当(人材) 1,382,294 0 1,382,294 1,436,260 △ 53,966
  　　　　　臨時雇賃金(人材) 0 0 0 0 0
            退職給付費用(人材) 112,426 0 112,426 121,872 △ 9,446
            法定福利費(人材) 327,641 0 327,641 329,387 △ 1,746
  　　　　　福利厚生費(人材) 0 0 0 0 0
            旅費交通費(人材) 0 0 0 0 0
            通信運搬費(人材) 0 0 0 0 0
            消耗什器備品費(人材) 100,906 0 100,906 75,184 25,722
            事務所諸費(人材) 30,320 0 30,320 30,386 △ 66
            印刷製本費(人材) 0 0 0 0 0
            光熱水料費(人材) 47,494 0 47,494 55,174 △ 7,680
            賃借料(人材) 840,273 0 840,273 840,273 0
 　　　　　 保険料(人材) 8,612 0 8,612 0 8,612
            諸謝金(人材) 0 0 0 0 0
            租税公課(人材) 0 0 0 0 0
  　　　　　負担金(人材) 0 0 0 0 0
 　　　　　 委託費(人材) 0 0 0 0 0
 　　　　　 図書資料費(人材) 0 0 0 0 0
            会議費(人材) 0 0 0 0 0
  　　　　　材料費(人材) 0 0 0 0 0
  　　　　　会場費(人材) 0 0 0 0 0
  　　　　　教育研修事業費(人材) 2,745,539 0 2,745,539 1,896,965 848,574
  　　　　　原稿料(人材) 0 0 0 0 0
  　　　　　雑費(人材) 0 0 0 0 0
  　　　　　減価償却費(人材) 0 0 0 0 0
          人材育成事業費計 6,178,769 0 6,178,769 5,368,765 810,004
        ⑥ 広報事業費
            役員報酬(広報) 583,264 0 583,264 583,264 0
            給料手当(広報) 1,996,647 0 1,996,647 2,074,598 △ 77,951
  　　　　　臨時雇賃金(広報) 0 0 0 0 0
            退職給付費用(広報) 144,059 0 144,059 157,704 △ 13,645
            法定福利費(広報) 435,695 0 435,695 438,632 △ 2,937
  　　　　　福利厚生費(広報) 0 0 0 0 0
            旅費交通費(広報) 101,609 0 101,609 109,168 △ 7,559
            通信運搬費(広報) 1,251,452 0 1,251,452 1,324,372 △ 72,920
            消耗什器備品費(広報) 136,003 0 136,003 101,335 34,668
            事務所諸費(広報) 40,867 0 40,867 40,956 △ 89
            印刷製本費(広報) 3,103,980 0 3,103,980 2,768,040 335,940
            光熱水料費(広報) 64,013 0 64,013 74,365 △ 10,352
            賃借料(広報) 1,132,542 0 1,132,542 1,132,542 0
  　　　　　保険料(広報) 737 0 737 4,430 △ 3,693
  　　　　　諸謝金(広報) 0 0 0 0 0
  　　　　　租税公課(広報) 0 0 0 0 0
  　　　　　負担金(広報) 0 0 0 0 0
  　　　　　委託費(広報) 1,320,000 0 1,320,000 550,000 770,000
  　　　　　図書資料費(広報) 0 0 0 0 0
            会議費(広報) 0 0 0 0 0
  　　　　　材料費(広報) 0 0 0 0 0
            会場費(広報) 0 0 0 0 0
            教育研修事業費(広報) 0 0 0 0 0
            原稿料(広報) 305,750 0 305,750 448,392 △ 142,642
            雑費(広報) 643,692 0 643,692 396,800 246,892
  　　　　　減価償却費(広報) 0 0 0 0 0
          広報事業費計 11,260,310 0 11,260,310 10,204,598 1,055,712
        ⑦ 出版事業費

（単位：円）

事業 法人 計
科目名

当年度決算額
前年度決算額 差異

            旅費交通費(認定) 4,280,371 0 4,280,371 4,043,390 236,981
            通信運搬費(認定) 1,236,836 0 1,236,836 1,167,430 69,406
            消耗什器備品費(認定) 433,369 0 433,369 311,517 121,852
            事務所諸費(認定) 112,055 0 112,055 112,299 △ 244
            印刷製本費(認定) 3,059,517 0 3,059,517 3,026,390 33,127
            光熱水料費(認定) 175,521 0 175,521 203,906 △ 28,385
            賃借料(認定) 4,403,519 0 4,403,519 4,403,519 0
  　　　　　保険料(認定) 10,728 0 10,728 9,484 1,244
            諸謝金(認定) 300,699 0 300,699 300,699 0
            租税公課(認定) 1,135,530 0 1,135,530 1,178,589 △ 43,059
  　　　　　負担金(認定) 0 0 0 0 0
            委託費(認定) 464,035 0 464,035 503,328 △ 39,293
            図書資料費(認定) 7,700 0 7,700 0 7,700
            会議費(認定) 1,071,983 0 1,071,983 672,710 399,273
  　　　　　材料費(認定) 0 0 0 0 0
            会場費(認定) 7,038,240 0 7,038,240 7,313,740 △ 275,500
 　　　　　 教育研修事業費(認定) 0 0 0 0 0
 　　　　　 原稿料(認定) 0 0 0 0 0
            雑費(認定) 12,834 0 12,834 49,500 △ 36,666
            減価償却費(認定) 233,750 0 233,750 233,750 0
          技術認定事業費計 33,206,663 0 33,206,663 33,093,887 112,776
        ③ 技術維持講習事業費
            役員報酬(維持) 1,573,264 0 1,573,264 1,573,264 0
            給料手当(維持) 3,993,295 0 3,993,295 4,149,196 △ 155,901
            臨時雇賃金(維持) 0 0 0 0 0
            退職給付費用(維持) 321,118 0 321,118 348,408 △ 27,290
            法定福利費(維持) 939,007 0 939,007 944,132 △ 5,125
  　　　　　福利厚生費(維持) 0 0 0 0 0
            旅費交通費(維持) 4,170,481 0 4,170,481 3,249,858 920,623
            通信運搬費(維持) 3,174,506 0 3,174,506 3,355,590 △ 181,084
            消耗什器備品費(維持) 295,544 0 295,544 220,211 75,333
            事務所諸費(維持) 87,008 0 87,008 87,197 △ 189
            印刷製本費(維持) 2,627,720 0 2,627,720 2,264,988 362,732
            光熱水料費(維持) 136,287 0 136,287 158,327 △ 22,040
            賃借料(維持) 2,434,649 0 2,434,649 2,411,219 23,430
  　　　　　保険料(維持) 13,993 0 13,993 9,484 4,509
            諸謝金(維持) 1,440,000 0 1,440,000 1,716,939 △ 276,939
            租税公課(維持) 962,508 0 962,508 998,621 △ 36,113
 　　　　　 負担金(維持) 0 0 0 0 0
 　　　　　 委託費(維持) 1,959,670 0 1,959,670 1,633,910 325,760
 　　　　　 図書資料費(維持) 0 0 0 0 0
            会議費(維持) 243,027 0 243,027 213,663 29,364
 　　　　　 材料費(維持) 0 0 0 0 0
            会場費(維持) 6,043,275 0 6,043,275 4,661,320 1,381,955
  　　　　　教育研修事業費(維持) 0 0 0 0 0
  　　　　　原稿料(維持) 1,200,000 0 1,200,000 1,080,000 120,000
  　　　　　雑費(維持) 81,033 0 81,033 78,100 2,933
  　　　　　減価償却費(維持) 0 0 0 0 0
          技術維持講習事業費計 31,696,385 0 31,696,385 29,154,427 2,541,958
        ④ 技術講習事業費
            役員報酬(講習) 1,573,264 0 1,573,264 1,573,264 0
            給料手当(講習) 3,378,942 0 3,378,942 3,510,858 △ 131,916
            臨時雇賃金(講習) 0 0 0 27,000 △ 27,000
            退職給付費用(講習) 289,485 0 289,485 312,576 △ 23,091
            法定福利費(講習) 830,953 0 830,953 834,887 △ 3,934
  　　　　　福利厚生費(講習) 0 0 0 0 0
            旅費交通費(講習) 493,196 0 493,196 377,308 115,888
            通信運搬費(講習) 1,271,280 0 1,271,280 1,291,808 △ 20,528
            消耗什器備品費(講習) 254,458 0 254,458 189,594 64,864
            事務所諸費(講習) 76,461 0 76,461 76,627 △ 166
            印刷製本費(講習) 3,432,500 0 3,432,500 3,464,303 △ 31,803
            光熱水料費(講習) 119,767 0 119,767 139,136 △ 19,369
            賃借料(講習) 2,118,950 0 2,118,950 2,118,950 0
  　　　　　保険料(講習) 13,992 0 13,992 4,430 9,562
            諸謝金(講習) 0 0 0 0 0
            租税公課(講習) 586,080 0 586,080 608,304 △ 22,224
  　　　　　負担金(講習) 0 0 0 0 0
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（単位：円）

事業 法人 計
科目名

当年度決算額
前年度決算額 差異

  　　　　　委託費(講習) 2,366,430 0 2,366,430 3,006,108 △ 639,678
  　　　　　図書資料費(講習) 0 0 0 0 0
            会議費(講習) 40,036 0 40,036 0 40,036
  　　　　　材料費(講習) 0 0 0 0 0
            会場費(講習) 0 0 0 0 0
  　　　　　教育研修事業費(講習) 398,652 0 398,652 378,869 19,783
  　　　　　原稿料(講習) 0 0 0 0 0
            雑費(講習) 51,333 0 51,333 46,200 5,133
  　　　　　減価償却費(講習) 0 0 0 0 0
          技術講習事業費計 17,295,779 0 17,295,779 17,960,222 △ 664,443
        ⑤ 人材育成事業費
            役員報酬(人材) 583,264 0 583,264 583,264 0
            給料手当(人材) 1,382,294 0 1,382,294 1,436,260 △ 53,966
  　　　　　臨時雇賃金(人材) 0 0 0 0 0
            退職給付費用(人材) 112,426 0 112,426 121,872 △ 9,446
            法定福利費(人材) 327,641 0 327,641 329,387 △ 1,746
  　　　　　福利厚生費(人材) 0 0 0 0 0
            旅費交通費(人材) 0 0 0 0 0
            通信運搬費(人材) 0 0 0 0 0
            消耗什器備品費(人材) 100,906 0 100,906 75,184 25,722
            事務所諸費(人材) 30,320 0 30,320 30,386 △ 66
            印刷製本費(人材) 0 0 0 0 0
            光熱水料費(人材) 47,494 0 47,494 55,174 △ 7,680
            賃借料(人材) 840,273 0 840,273 840,273 0
 　　　　　 保険料(人材) 8,612 0 8,612 0 8,612
            諸謝金(人材) 0 0 0 0 0
            租税公課(人材) 0 0 0 0 0
  　　　　　負担金(人材) 0 0 0 0 0
 　　　　　 委託費(人材) 0 0 0 0 0
 　　　　　 図書資料費(人材) 0 0 0 0 0
            会議費(人材) 0 0 0 0 0
  　　　　　材料費(人材) 0 0 0 0 0
  　　　　　会場費(人材) 0 0 0 0 0
  　　　　　教育研修事業費(人材) 2,745,539 0 2,745,539 1,896,965 848,574
  　　　　　原稿料(人材) 0 0 0 0 0
  　　　　　雑費(人材) 0 0 0 0 0
  　　　　　減価償却費(人材) 0 0 0 0 0
          人材育成事業費計 6,178,769 0 6,178,769 5,368,765 810,004
        ⑥ 広報事業費
            役員報酬(広報) 583,264 0 583,264 583,264 0
            給料手当(広報) 1,996,647 0 1,996,647 2,074,598 △ 77,951
  　　　　　臨時雇賃金(広報) 0 0 0 0 0
            退職給付費用(広報) 144,059 0 144,059 157,704 △ 13,645
            法定福利費(広報) 435,695 0 435,695 438,632 △ 2,937
  　　　　　福利厚生費(広報) 0 0 0 0 0
            旅費交通費(広報) 101,609 0 101,609 109,168 △ 7,559
            通信運搬費(広報) 1,251,452 0 1,251,452 1,324,372 △ 72,920
            消耗什器備品費(広報) 136,003 0 136,003 101,335 34,668
            事務所諸費(広報) 40,867 0 40,867 40,956 △ 89
            印刷製本費(広報) 3,103,980 0 3,103,980 2,768,040 335,940
            光熱水料費(広報) 64,013 0 64,013 74,365 △ 10,352
            賃借料(広報) 1,132,542 0 1,132,542 1,132,542 0
  　　　　　保険料(広報) 737 0 737 4,430 △ 3,693
  　　　　　諸謝金(広報) 0 0 0 0 0
  　　　　　租税公課(広報) 0 0 0 0 0
  　　　　　負担金(広報) 0 0 0 0 0
  　　　　　委託費(広報) 1,320,000 0 1,320,000 550,000 770,000
  　　　　　図書資料費(広報) 0 0 0 0 0
            会議費(広報) 0 0 0 0 0
  　　　　　材料費(広報) 0 0 0 0 0
            会場費(広報) 0 0 0 0 0
            教育研修事業費(広報) 0 0 0 0 0
            原稿料(広報) 305,750 0 305,750 448,392 △ 142,642
            雑費(広報) 643,692 0 643,692 396,800 246,892
  　　　　　減価償却費(広報) 0 0 0 0 0
          広報事業費計 11,260,310 0 11,260,310 10,204,598 1,055,712
        ⑦ 出版事業費

- 19 -



（単位：円）

事業 法人 計
科目名

当年度決算額
前年度決算額 差異

          経常外収益計 0 0 0 0 0
      (２) 経常外費用
      固定資産除却損
      　造作除却損 0 0 0 0 0
      　什器備品除却損 0 1 1 0 1
　　　　ソフトウェア除却損 0 0 0 0 0
          固定資産除却損計 0 1 1 0 1
      その他資産評価損
      　有価証券評価損 0 2,927,400 2,927,400 3,505,500 △ 578,100
          その他資産評価損計 0 2,927,400 2,927,400 3,505,500 △ 578,100
      その他経常外費用
      　過年度修正 0 0 0 0 0
          その他資経常外費用計 0 0 0 0 0
          経常外費用計 0 2,927,401 2,927,401 3,505,500 △ 578,099
            当期経常外増減額 0 △ 2,927,401 △ 2,927,401 △ 3,505,500 578,099
            当期一般正味財産増減額 △ 16,659,966 6,028,226 △ 10,631,740 △ 8,247,715 △ 2,384,025
　　　　　　一般正味財産期首残高 △ 125,811,120 399,593,808 273,782,688 282,030,403 △ 8,247,715
            一般正味財産期末残高 △ 142,471,086 405,622,034 263,150,948 273,782,688 △ 10,631,740
Ⅱ 指定正味財産増減の部
            当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0
            指定正味財産期首残高 0 0 0 0 0
            指定正味財産期末残高 0 0 0 0 0
Ⅲ 正味財産期末残高 △ 142,471,086 405,622,034 263,150,948 273,782,688 △ 10,631,740

（単位：円）

事業 法人 計
科目名

当年度決算額
前年度決算額 差異

            役員報酬(出版) 583,264 0 583,264 583,264 0
            給料手当(出版) 3,071,765 0 3,071,765 3,191,689 △ 119,924
  　　　　　臨時雇賃金(出版) 0 0 0 0 0
            退職給付費用(出版) 199,418 0 199,418 220,410 △ 20,992
            法定福利費(出版) 624,789 0 624,789 629,810 △ 5,021
  　　　　　福利厚生費(出版) 0 0 0 0 0
            旅費交通費(出版) 0 0 0 0 0
            通信運搬費(出版) 99,004 0 99,004 85,989 13,015
            消耗什器備品費(出版) 200,581 0 200,581 147,099 53,482
            事務所諸費(出版) 59,323 0 59,323 59,452 △ 129
            印刷製本費(出版) 2,555,547 0 2,555,547 2,398,484 157,063
            光熱水料費(出版) 92,923 0 92,923 107,950 △ 15,027
            賃借料(出版) 1,644,013 0 1,644,013 1,644,013 0
  　　　　　保険料(出版) 0 0 0 0 0
 　　　　　 諸謝金(出版) 0 0 0 0 0
            租税公課(出版) 256,410 0 256,410 266,133 △ 9,723
  　　　　　負担金(出版) 0 0 0 0 0
 　　　　　 委託費(出版) 0 0 0 0 0
  　　　　　図書資料費(出版) 0 0 0 0 0
  　　　　　会議費(出版) 0 0 0 0 0
  　　　　　材料費(出版) 0 0 0 0 0
 　　　　　 会場費(出版) 0 0 0 0 0
 　　　　　 教育研修事業費(出版) 0 0 0 0 0
 　　　　　 原稿料(出版) 0 0 0 0 0
            雑費(出版) 30,800 0 30,800 126,940 △ 96,140
 　　　　　 減価償却費(出版) 0 0 0 0 0
          出版事業費計 9,417,837 0 9,417,837 9,461,233 △ 43,396
        ⑧ 管理費
            役員報酬(管理) 0 3,221,152 3,221,152 3,221,152 0
            給料手当(管理) 0 5,897,793 5,897,793 6,128,047 △ 230,254
            臨時雇賃金(管理) 0 495,000 495,000 150,000 345,000
            退職給付費用(管理) 0 542,928 542,928 583,237 △ 40,309
            法定福利費(管理) 0 1,527,541 1,527,541 1,533,557 △ 6,016
            福利厚生費(管理) 0 300,387 300,387 297,693 2,694
            旅費交通費(管理) 0 1,827,031 1,827,031 1,636,890 190,141
            通信運搬費(管理) 0 954,443 954,443 1,014,446 △ 60,003
            消耗什器備品費(管理) 0 627,262 627,262 352,047 275,215
            事務所諸費(管理) 0 139,744 139,744 140,049 △ 305
            印刷製本費(管理) 0 216,677 216,677 162,495 54,182
            光熱水料費(管理) 0 218,891 218,891 254,287 △ 35,396
            賃借料(管理) 0 3,896,002 3,896,002 3,872,572 23,430
            保険料(管理) 0 73,928 73,928 72,550 1,378
 　　　　　 諸謝金(管理) 0 68,002 68,002 0 68,002
            租税公課(管理) 0 836,265 836,265 879,429 △ 43,164
            負担金(管理) 0 820,000 820,000 820,000 0
            委託費(管理) 0 1,279,300 1,279,300 1,279,300 0
            図書資料費(管理) 0 398,550 398,550 377,185 21,365
            会議費(管理) 0 2,696,776 2,696,776 2,529,260 167,516
  　　　　　50周年費(管理) 0 237,724 237,724 0 237,724
            会場費(管理) 0 1,427,830 1,427,830 1,248,420 179,410
  　　　　　教育研修事業費(管理) 0 0 0 0 0
            慶弔費(管理) 0 187,670 187,670 159,808 27,862
  　　　　　原稿料(管理) 0 0 0 0 0
            雑費(管理) 0 625,658 625,658 282,400 343,258
            減価償却費(管理) 0 1,135,321 1,135,321 1,192,832 △ 57,511
            保証金償却費(管理) 0 558,800 558,800 558,800 0
          管理費計 0 30,210,675 30,210,675 28,746,456 1,464,219
          経常費用計 121,836,482 30,210,675 152,047,157 146,890,842 5,156,315
            当期経常増減額 △ 16,659,966 8,955,627 △ 7,704,339 △ 4,742,215 △ 2,962,124
    ２． 経常外増減の部
      (１) 経常外収益
      その他資産評価益
      　有価証券評価益 0 0 0 0 0
          その他資産評価益計 0 0 0 0 0
      その他経常外収益
      　移転補償金 0 0 0 0 0
          その他経常外収益計 0 0 0 0 0
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（単位：円）

事業 法人 計
科目名

当年度決算額
前年度決算額 差異

          経常外収益計 0 0 0 0 0
      (２) 経常外費用
      固定資産除却損
      　造作除却損 0 0 0 0 0
      　什器備品除却損 0 1 1 0 1
　　　　ソフトウェア除却損 0 0 0 0 0
          固定資産除却損計 0 1 1 0 1
      その他資産評価損
      　有価証券評価損 0 2,927,400 2,927,400 3,505,500 △ 578,100
          その他資産評価損計 0 2,927,400 2,927,400 3,505,500 △ 578,100
      その他経常外費用
      　過年度修正 0 0 0 0 0
          その他資経常外費用計 0 0 0 0 0
          経常外費用計 0 2,927,401 2,927,401 3,505,500 △ 578,099
            当期経常外増減額 0 △ 2,927,401 △ 2,927,401 △ 3,505,500 578,099
            当期一般正味財産増減額 △ 16,659,966 6,028,226 △ 10,631,740 △ 8,247,715 △ 2,384,025
　　　　　　一般正味財産期首残高 △ 125,811,120 399,593,808 273,782,688 282,030,403 △ 8,247,715
            一般正味財産期末残高 △ 142,471,086 405,622,034 263,150,948 273,782,688 △ 10,631,740
Ⅱ 指定正味財産増減の部
            当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0
            指定正味財産期首残高 0 0 0 0 0
            指定正味財産期末残高 0 0 0 0 0
Ⅲ 正味財産期末残高 △ 142,471,086 405,622,034 263,150,948 273,782,688 △ 10,631,740
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1 . 重要な会計方針
（1） 有価証券の評価基準及び評価方法
・

（2） 固定資産の積立、取崩
・

（3） 技術維持講習事業資産の積立
・

・

（4） 動産の減価償却
・ 造作・・・・・・定率法による減価償却を実施している。
・ 什器備品・・・・・・定率法による減価償却を実施している。
・ ソフトウェア・・・・・・定額法による減価償却を実施している。

（5） 引当金の計上基準
・
・

（6） 貯蔵品の評価基準及び評価法
・ 図書・・・・・・先入先出法による原価基準を採用している。

（7） 消費税等の会計処理
・ 消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

2 . 特定資産の増減額及びその残高
特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
40,277,500 8,737,500 8,565,000 40,450,000
16,590,576 2,406,674 0 18,997,250
20,739,154 1,369,071 4,797,389 17,310,836
77,607,230 12,513,245 13,362,389 76,758,086

3 . 特定資産の財源等の内訳
特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

当期末残高
うち指定正味財
産からの充当額

うち一般正味財
産からの充当額

うち負債に対応する額

40,450,000 0 40,450,000 0
18,997,250 0 0 18,997,250
17,310,836 0 17,310,836 0
76,758,086 0 57,760,836 18,997,250

4 . 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）
取得価額 減価償却累計額 当期末残高
5,869,734 3,447,704 2,422,030
6,655,196 5,476,133 1,179,063
8,536,150 8,386,999 149,151
21,061,080 17,310,836 3,750,244

5 . 退職給付関係
（1） 採用している退職給付制度の概要

確定給付型の制度を設けている。

（2） 退職給付債務等の計算の基礎

技術維持講習事業資産

財財務務諸諸表表にに対対すするる注注記記

満期保有目的の債券以外の有価証券・・・期末日の市場価格等に基づく時価法によっている。

事業・法人事業の特定資産(減価償却引当資産)から除却処分をした什器備品(PC)の積立額を取り崩した。

過去５年間に技術維持講習を受講した者に係る管理費等を、事業安定積立金とは分離し、将来の特定の事
業費に充てるための費用（特定資産）として管理する。
管理等に要する費用は、技術維持講習の申込料金に含まれており、　概ね1年間５００円（５年間で２，５００
円）であるため、平成30年～令和5年度受講者数を元に積立・取崩をした。

退職給付引当金・・・・・・役職員の支給に備えるため、規定に基づく期末要支給額相当を計上している。
賞与引当金・・・・・・役職員に対する賞与手当の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を
計上している。

科　　　目

什 器 備 品
ソ フ ト ウ ェ ア

退職給付引当資産
減価償却引当資産

合　　　計

科　　　目

技術維持講習事業資産
退職給付引当資産

退職給付債務の計算に当たっては、規定に基づく期末要支給額を基礎として計算している。

減価償却引当資産
合　　　計

科　　　目
造 作

合　　　計
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(単位：円）

事業 法人 計

Ⅰ  事業活動収支の部

    １．事業活動収入

      (１) 特定資産運用収入

            特定資産受取利息収入 66,000 66,136 722 66,858 △ 858

          特定資産運用収入計 66,000 66,136 722 66,858 △ 858

      (２) 受取入会金収入

            受取入会金収入 100,000 0 100,000 100,000 0

          受取入会金収入計 100,000 0 100,000 100,000 0

      (３) 受取会費収入

            正会員受取会費収入 32,760,000 0 32,700,000 32,700,000 60,000

            賛助会員受取会費収入 3,000,000 0 3,160,000 3,160,000 △ 160,000

          受取会費収入計 35,760,000 0 35,860,000 35,860,000 △ 100,000

      (４) 事業収入

         計装士技術審査事業収入 102,207,200 95,397,530 0 95,397,530 6,809,670

            技術認定事業収入 31,416,600 29,040,000 0 29,040,000 2,376,600

            技術維持講習事業収入 50,357,000 47,920,810 0 47,920,810 2,436,190

            技術講習事業収入 20,433,600 18,436,720 0 18,436,720 1,996,880

         出版事業収入 7,428,000 7,234,709 0 7,234,709 193,291

          事業収入計 109,635,200 102,632,239 0 102,632,239 7,002,961

      (５) 雑収入

            受取利息収入 5,000 0 2,101 2,101 2,899

            有価証券運用収入 180,000 0 180,000 180,000 0

            教育研修事業収入 1,200,000 2,456,141 0 2,456,141 △ 1,256,141

            移転補償金収入 0 0 0 0 0

            雑収入 2,300,000 22,000 3,023,479 3,045,479 △ 745,479

          雑収入計 3,685,000 2,478,141 3,205,580 5,683,721 △ 1,998,721

          事業活動収入計 149,246,200 105,176,516 39,166,302 144,342,818 4,903,382

    ２．事業活動支出

      (１) 調査研究事業費支出

            役員報酬支出(調査) 1,573,000 1,573,264 0 1,573,264 △ 264

            給料手当支出(調査) 5,784,000 5,525,560 0 5,525,560 258,440

            臨時雇賃金支出(調査) 0 0 0 0 0

            退職給付支出(調査) 0 0 0 0 0

            法定福利費支出(調査) 1,291,000 1,209,142 0 1,209,142 81,858

            福利厚生費支出(調査) 0 0 0 0 0

            旅費交通費支出(調査) 152,000 203,300 0 203,300 △ 51,300

            通信運搬費支出(調査) 18,000 0 0 0 18,000

              消耗什器備品費支出(調査) 30,000 377,301 0 377,301 △ 347,301

            事務所諸費支出(調査) 122,000 113,374 0 113,374 8,626

            印刷製本費支出(調査) 20,000 0 0 0 20,000

            光熱水料費支出(調査) 166,000 177,586 0 177,586 △ 11,586

            賃借料支出(調査) 3,137,000 3,141,892 0 3,141,892 △ 4,892

            保険料支出(調査) 0 0 0 0 0

            諸謝金支出(調査) 0 0 0 0 0

            租税公課支出(調査) 0 0 0 0 0

            負担金支出(調査) 0 0 0 0 0

            委託費支出(調査) 0 0 0 0 0

            図書資料費支出(調査) 5,000 0 0 0 5,000

収収　　　　支支　　　　計計　　　　算算　　　　書書
令和5年4月1日から令和6年3月31日まで

科　　　　　　　　　目 予算額
決　算　額

差異

1 . 重要な会計方針
（1） 有価証券の評価基準及び評価方法
・

（2） 固定資産の積立、取崩
・

（3） 技術維持講習事業資産の積立
・

・

（4） 動産の減価償却
・ 造作・・・・・・定率法による減価償却を実施している。
・ 什器備品・・・・・・定率法による減価償却を実施している。
・ ソフトウェア・・・・・・定額法による減価償却を実施している。

（5） 引当金の計上基準
・
・

（6） 貯蔵品の評価基準及び評価法
・ 図書・・・・・・先入先出法による原価基準を採用している。

（7） 消費税等の会計処理
・ 消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

2 . 特定資産の増減額及びその残高
特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
40,277,500 8,737,500 8,565,000 40,450,000
16,590,576 2,406,674 0 18,997,250
20,739,154 1,369,071 4,797,389 17,310,836
77,607,230 12,513,245 13,362,389 76,758,086

3 . 特定資産の財源等の内訳
特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

当期末残高
うち指定正味財
産からの充当額

うち一般正味財
産からの充当額

うち負債に対応する額

40,450,000 0 40,450,000 0
18,997,250 0 0 18,997,250
17,310,836 0 17,310,836 0
76,758,086 0 57,760,836 18,997,250

4 . 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）
取得価額 減価償却累計額 当期末残高
5,869,734 3,447,704 2,422,030
6,655,196 5,476,133 1,179,063
8,536,150 8,386,999 149,151
21,061,080 17,310,836 3,750,244

5 . 退職給付関係
（1） 採用している退職給付制度の概要

確定給付型の制度を設けている。

（2） 退職給付債務等の計算の基礎

技術維持講習事業資産

財財務務諸諸表表にに対対すするる注注記記

満期保有目的の債券以外の有価証券・・・期末日の市場価格等に基づく時価法によっている。

事業・法人事業の特定資産(減価償却引当資産)から除却処分をした什器備品(PC)の積立額を取り崩した。

過去５年間に技術維持講習を受講した者に係る管理費等を、事業安定積立金とは分離し、将来の特定の事
業費に充てるための費用（特定資産）として管理する。
管理等に要する費用は、技術維持講習の申込料金に含まれており、　概ね1年間５００円（５年間で２，５００
円）であるため、平成30年～令和5年度受講者数を元に積立・取崩をした。

退職給付引当金・・・・・・役職員の支給に備えるため、規定に基づく期末要支給額相当を計上している。
賞与引当金・・・・・・役職員に対する賞与手当の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を
計上している。

科　　　目

什 器 備 品
ソ フ ト ウ ェ ア

退職給付引当資産
減価償却引当資産

合　　　計

科　　　目

技術維持講習事業資産
退職給付引当資産

退職給付債務の計算に当たっては、規定に基づく期末要支給額を基礎として計算している。

減価償却引当資産
合　　　計

科　　　目
造 作

合　　　計
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(単位：円）

事業 法人 計
科　　　　　　　　　目 予算額

決　算　額
差異

            会議費支出(調査) 136,000 55,500 0 55,500 80,500

            材料費支出(調査) 0 0 0 0 0

            会場費支出(調査) 0 0 0 0 0

          　  教育研修事業費支出(調査) 0 0 0 0 0

            原稿料支出(調査) 0 0 0 0 0

            雑支出(調査) 0 0 0 0 0

          調査研究事業費支出計 12,434,000 12,376,919 0 12,376,919 57,081

      (２) 技術認定事業費支出

            役員報酬支出(認定) 1,573,000 1,573,264 0 1,573,264 △ 264

            給料手当支出(認定) 5,704,000 5,464,165 0 5,464,165 239,835

            臨時雇賃金支出(認定) 640,000 593,595 0 593,595 46,405

            退職給付支出(認定) 0 0 0 0 0

            法定福利費支出(認定) 1,276,000 1,198,337 0 1,198,337 77,663

            福利厚生費支出(認定) 0 0 0 0 0

            旅費交通費支出(認定) 4,000,000 4,280,371 0 4,280,371 △ 280,371

            通信運搬費支出(認定) 1,205,000 1,236,836 0 1,236,836 △ 31,836

              消耗什器備品費支出(認定) 190,000 433,369 0 433,369 △ 243,369

            事務所諸費支出(認定) 121,000 112,055 0 112,055 8,945

            印刷製本費支出(認定) 3,328,000 3,059,517 0 3,059,517 268,483

            光熱水料費支出(認定) 164,000 175,521 0 175,521 △ 11,521

            賃借料支出(認定) 4,404,000 4,403,519 0 4,403,519 481

  　　　　　保険料支出(認定) 0 10,728 0 10,728 △ 10,728

            諸謝金支出(認定) 300,000 300,699 0 300,699 △ 699

            租税公課支出(認定) 992,000 1,135,530 0 1,135,530 △ 143,530

  　　　　　負担金支出(認定) 0 0 0 0 0

            委託費支出(認定) 580,000 464,035 0 464,035 115,965

            図書資料費支出(認定) 20,000 7,700 0 7,700 12,300

            会議費支出(認定) 1,306,000 1,071,983 0 1,071,983 234,017

            材料費支出(認定) 0 0 0 0 0

            会場費支出(認定) 7,300,000 7,038,240 0 7,038,240 261,760

            　教育研修事業費支出(認定) 0 0 0 0 0

  　　　　　原稿料支出(認定) 0 0 0 0 0

            雑支出(認定) 50,000 12,834 0 12,834 37,166

          技術認定事業費支出計 33,153,000 32,572,298 0 32,572,298 580,702

      (３) 技術維持講習事業費支出

            役員報酬支出(維持) 1,573,000 1,573,264 0 1,573,264 △ 264

            給料手当支出(維持) 4,177,000 3,990,682 0 3,990,682 186,318

            臨時雇賃金支出(維持) 80,000 0 0 0 80,000

  　　　　　退職給付支出(維持) 0 0 0 0 0

            法定福利費支出(維持) 998,000 939,007 0 939,007 58,993

  　　　　　福利厚生費支出(維持) 0 0 0 0 0

            旅費交通費支出(維持) 3,138,000 4,170,481 0 4,170,481 △ 1,032,481

            通信運搬費支出(維持) 2,680,000 3,174,506 0 3,174,506 △ 494,506

              消耗什器備品費支出(維持) 100,000 295,544 0 295,544 △ 195,544

            事務所諸費支出(維持) 94,000 87,008 0 87,008 6,992

            印刷製本費支出(維持) 2,712,000 2,627,720 0 2,627,720 84,280

            光熱水料費支出(維持) 128,000 136,287 0 136,287 △ 8,287

            賃借料支出(維持) 2,407,000 2,434,649 0 2,434,649 △ 27,649

  　　　　　保険料支出(維持) 0 13,993 0 13,993 △ 13,993

            諸謝金支出(維持) 1,750,000 1,440,000 0 1,440,000 310,000

            租税公課支出(維持) 832,000 962,508 0 962,508 △ 130,508
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(単位：円）

事業 法人 計
科　　　　　　　　　目 予算額

決　算　額
差異

 　　　　　 負担金支出(維持) 0 0 0 0 0

  　　　　　委託費支出(維持) 1,544,000 1,959,670 0 1,959,670 △ 415,670

 　　　　　 図書資料費支出(維持) 0 0 0 0 0

            会議費支出(維持) 280,000 243,027 0 243,027 36,973

  　　　　　材料費支出(維持) 0 0 0 0 0

            会場費支出(維持) 5,150,000 6,043,275 0 6,043,275 △ 893,275

  　　　　　　教育研修事業費支出(維持) 0 0 0 0 0

  　　　　　原稿料支出(維持) 1,000,000 1,200,000 0 1,200,000 △ 200,000

            雑支出(維持) 10,000 81,033 0 81,033 △ 71,033

          技術維持講習事業費支出計 28,653,000 31,372,654 0 31,372,654 △ 2,719,654

      (４) 技術講習事業費支出

            役員報酬支出(講習) 1,573,000 1,573,264 0 1,573,264 △ 264

            給料手当支出(講習) 3,535,000 3,376,731 0 3,376,731 158,269

            臨時雇賃金支出(講習) 80,000 0 0 0 80,000

  　　　　　退職給付支出(講習) 0 0 0 0 0

            法定福利費支出(講習) 881,000 830,953 0 830,953 50,047

  　　　　　福利厚生費支出(講習) 0 0 0 0 0

            旅費交通費支出(講習) 360,000 493,196 0 493,196 △ 133,196

            通信運搬費支出(講習) 1,100,000 1,271,280 0 1,271,280 △ 171,280

              消耗什器備品費支出(講習) 130,000 254,458 0 254,458 △ 124,458

            事務所諸費支出(講習) 82,000 76,461 0 76,461 5,539

            印刷製本費支出(講習) 3,180,000 3,432,500 0 3,432,500 △ 252,500

            光熱水料費支出(講習) 112,000 119,767 0 119,767 △ 7,767

            賃借料支出(講習) 2,115,000 2,118,950 0 2,118,950 △ 3,950

  　　　　　保険料支出(講習) 0 13,992 0 13,992 △ 13,992

            諸謝金支出(講習) 0 0 0 0 0

            租税公課支出(講習) 512,000 586,080 0 586,080 △ 74,080

  　　　　　負担金支出(講習) 0 0 0 0 0

  　　　　　委託費支出(講習) 3,400,000 2,366,430 0 2,366,430 1,033,570

  　　　　　図書資料費支出(講習) 0 0 0 0 0

            会議費支出(講習) 76,000 40,036 0 40,036 35,964

  　　　　　材料費支出(講習) 0 0 0 0 0

            会場費支出(講習) 0 0 0 0 0

  　　　　　　教育研修事業費支出(講習) 600,000 398,652 0 398,652 201,348

  　　　　　原稿料支出(講習) 0 0 0 0 0

            雑支出(講習) 110,000 51,333 0 51,333 58,667

          技術講習事業費支出計 17,846,000 17,004,083 0 17,004,083 841,917

      (５) 人材育成事業費支出

            役員報酬支出(人材) 583,000 583,264 0 583,264 △ 264

            給料手当支出(人材) 1,446,000 1,381,390 0 1,381,390 64,610

  　　　　　臨時雇賃金支出(人材) 0 0 0 0 0

  　　　　　退職給付支出(人材) 0 0 0 0 0

            法定福利費支出(人材) 348,000 327,641 0 327,641 20,359

  　　　　　福利厚生費支出(人材) 0 0 0 0 0

            旅費交通費支出(人材) 110,000 0 0 0 110,000

            通信運搬費支出(人材) 44,000 0 0 0 44,000

              消耗什器備品費支出(人材) 12,000 100,906 0 100,906 △ 88,906

            事務所諸費支出(人材) 33,000 30,320 0 30,320 2,680

            印刷製本費支出(人材) 350,000 0 0 0 350,000

            光熱水料費支出(人材) 44,000 47,494 0 47,494 △ 3,494

            賃借料支出(人材) 839,000 840,273 0 840,273 △ 1,273
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(単位：円）

事業 法人 計
科　　　　　　　　　目 予算額

決　算　額
差異

  　　　　　保険料支出(人材) 0 8,612 0 8,612 △ 8,612

            諸謝金支出(人材) 90,000 0 0 0 90,000

  　　　　　租税公課支出(人材) 0 0 0 0 0

  　　　　　負担金支出(人材) 0 0 0 0 0

  　　　　　委託費支出(人材) 0 0 0 0 0

  　　　　　図書資料費支出(人材) 0 0 0 0 0

            会議費支出(人材) 0 0 0 0 0

 　　　　　 材料費支出(人材) 0 0 0 0 0

            会場費支出(人材) 50,000 0 0 0 50,000

  　　　　　　教育研修事業費支出(人材) 3,449,000 2,745,539 0 2,745,539 703,461

  　　　　　原稿料支出(人材) 0 0 0 0 0

  　　　　　雑支出(人材) 0 0 0 0 0

          人材育成事業費支出計 7,398,000 6,065,439 0 6,065,439 1,332,561

      (６) 広報事業費支出

            役員報酬支出(広報) 583,000 583,264 0 583,264 △ 264

            給料手当支出(広報) 2,089,000 1,995,341 0 1,995,341 93,659

  　　　　　臨時雇賃金支出(広報) 0 0 0 0 0

 　　　　　 退職給付支出(広報) 0 0 0 0 0

            法定福利費支出(広報) 465,000 435,695 0 435,695 29,305

 　　　　　 福利厚生費支出(広報) 0 0 0 0 0

            旅費交通費支出(広報) 124,000 101,609 0 101,609 22,391

            通信運搬費支出(広報) 986,000 1,251,452 0 1,251,452 △ 265,452

              消耗什器備品費支出(広報) 55,000 136,003 0 136,003 △ 81,003

            事務所諸費支出(広報) 44,000 40,867 0 40,867 3,133

            印刷製本費支出(広報) 3,095,000 3,103,980 0 3,103,980 △ 8,980

            光熱水料費支出(広報) 60,000 64,013 0 64,013 △ 4,013

            賃借料支出(広報) 1,130,000 1,132,542 0 1,132,542 △ 2,542

  　　　　　保険料支出(広報) 0 737 0 737 △ 737

 　　　　　 諸謝金支出(広報) 0 0 0 0 0

  　　　　　租税公課支出(広報) 0 0 0 0 0

  　　　　　負担金支出(広報) 0 0 0 0 0

  　　　　　委託費支出(広報) 1,300,000 1,320,000 0 1,320,000 △ 20,000

            図書資料費支出(広報) 0 0 0 0 0

            会議費支出(広報) 41,000 0 0 0 41,000

  　　　　　材料費支出(広報) 0 0 0 0 0

            会場費支出(広報) 0 0 0 0 0

         　   教育研修事業費支出(広報) 0 0 0 0 0

            原稿料支出(広報) 540,000 305,750 0 305,750 234,250

            雑支出(広報) 460,000 643,692 0 643,692 △ 183,692

          広報事業費支出計 10,972,000 11,114,945 0 11,114,945 △ 142,945

      (７) 出版事業費支出

            役員報酬支出(出版) 583,000 583,264 0 583,264 △ 264

            給料手当支出(出版) 3,213,000 3,069,755 0 3,069,755 143,245

  　　　　　臨時雇賃金支出(出版) 0 0 0 0 0

  　　　　　退職給付支出(出版) 0 0 0 0 0

            法定福利費支出(出版) 670,000 624,789 0 624,789 45,211

  　　　　　福利厚生費支出(出版) 0 0 0 0 0

            旅費交通費支出(出版) 250,000 0 0 0 250,000

            通信運搬費支出(出版) 0 99,004 0 99,004 △ 99,004

              消耗什器備品費支出(出版) 50,000 200,581 0 200,581 △ 150,581

            事務所諸費支出(出版) 64,000 59,323 0 59,323 4,677
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(単位：円）

事業 法人 計
科　　　　　　　　　目 予算額

決　算　額
差異

            印刷製本費支出(出版) 6,877,000 1,314,500 0 1,314,500 5,562,500

            光熱水料費支出(出版) 87,000 92,923 0 92,923 △ 5,923

            賃借料支出(出版) 1,641,000 1,644,013 0 1,644,013 △ 3,013

  　　　　　保険料支出(出版) 0 0 0 0 0

  　　　　　諸謝金支出(出版) 0 0 0 0 0

            租税公課支出(出版) 224,000 256,410 0 256,410 △ 32,410

  　　　　　負担金支出(出版) 0 0 0 0 0

  　　　　　委託費支出(出版) 0 0 0 0 0

  　　　　　図書資料費支出(出版) 0 0 0 0 0

  　　　　　会議費支出(出版) 0 0 0 0 0

  　　　　　材料費支出(出版) 0 0 0 0 0

  　　　　　会場費支出(出版) 0 0 0 0 0

  　　　　　　教育研修事業費支出(出版) 0 0 0 0 0

  　　　　　原稿料支出(出版) 0 0 0 0 0

            雑支出(出版) 188,000 30,800 0 30,800 157,200

          出版事業費支出計 13,847,000 7,975,362 0 7,975,362 5,871,638

      (８) 管理費支出

            役員報酬支出(管理) 3,223,000 0 3,221,152 3,221,152 1,848

            給料手当支出(管理) 6,185,000 0 5,893,932 5,893,932 291,068

            臨時雇賃金支出(管理) 150,000 0 495,000 495,000 △ 345,000

  　　　　　退職給付支出(管理) 0 0 0 0 0

            法定福利費支出(管理) 1,616,000 0 1,527,541 1,527,541 88,459

            福利厚生費支出(管理) 250,000 0 300,387 300,387 △ 50,387

            旅費交通費支出(管理) 1,400,000 0 1,827,031 1,827,031 △ 427,031

            通信運搬費支出(管理) 950,000 0 954,443 954,443 △ 4,443

              消耗什器備品費支出(管理) 250,000 0 627,262 627,262 △ 377,262

            事務所諸費支出(管理) 150,000 0 139,744 139,744 10,256

            印刷製本費支出(管理) 170,000 0 216,677 216,677 △ 46,677

            光熱水料費支出(管理) 205,000 0 218,891 218,891 △ 13,891

            賃借料支出(管理) 3,867,000 0 3,896,002 3,896,002 △ 29,002

            保険料支出(管理) 75,000 0 73,928 73,928 1,072

  　　　　　諸謝金支出(管理) 0 0 68,002 68,002 △ 68,002

            租税公課支出(管理) 640,000 836,265 836,265 △ 196,265

            負担金支出(管理) 880,000 0 820,000 820,000 60,000

            委託費支出(管理) 1,400,000 0 1,279,300 1,279,300 120,700

            図書資料費支出(管理) 450,000 0 398,550 398,550 51,450

            会議費支出(管理) 3,100,000 0 2,696,776 2,696,776 403,224

 　　　　　 50周年費支出(管理) 566,000 0 237,724 237,724 328,276

            会場費支出(管理) 1,000,000 0 1,427,830 1,427,830 △ 427,830

  　　　　　　教育研修事業費支出(管理) 0 0 0 0 0

            慶弔費支出(管理) 100,000 0 187,670 187,670 △ 87,670

  　　　　　原稿料支出(管理) 0 0 0 0 0

            雑支出(管理) 350,000 0 625,658 625,658 △ 275,658

         　 移転費支出(管理) 0 0 0 0 0

          管理費支出計 26,977,000 0 27,969,765 27,969,765 △ 992,765

          事業活動支出計 151,280,000 118,481,700 27,969,765 146,451,465 4,828,535

            事業活動収支差額 △ 2,033,800 △ 13,305,184 11,196,537 △ 2,108,647 74,847

Ⅱ　投資活動収支の部

    １．投資活動収入

      (１) 特定資産取崩収入

        　　   技術維持講習事業資産取崩収入 8,565,000 8,565,000 0 8,565,000 0
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１.資金の範囲

　　　なお、前期末及び当期末残高は、下記２に記載するとおりである。

２.次期繰越収支差額に含まれる資産及び負債の内訳

（単位：円）

　現金預金 85,796,041        88,456,401        

　　前払金 3,096,457          3,257,044          

　その他資産 3,436,307          3,692,310          

　　未収入金 339,850             435,266             

収収支支計計算算書書にに対対すするる注注記記（（総総括括））

　資金の範囲には、現金預金、その他資産（未収入金、前払金）、及

びその他負債 （未払金、前受金、預り金）を含めている。

科　　　目 前期末残高 当期末残高

89,232,348        92,148,711        

次期繰越収支差額 85,181,270        83,921,767        

　　預り金 856,523             

　　前受金

　合計

　その他負債 4,051,078          

-                      

1,297,236          

　合計 4,051,078          8,226,944          

8,226,944          

　　未払金 3,194,555          4,100,708          

2,829,000          

(単位：円）

事業 法人 計
科　　　　　　　　　目 予算額

決　算　額
差異

            退職給付引当資産取崩収入 0 0 0 0 0

            減価償却引当資産取崩収入 0 3,837,910 959,479 4,797,389 △ 4,797,389

          特定資産取崩収入計 8,565,000 12,402,910 959,479 13,362,389 △ 4,797,389

      (２) 敷金・保証金戻り収入

            賃貸保証金戻り収入 0 0 0 0 0

            保証金戻り収入 0 0 0 0 0

          敷金・保証金戻り収入計 0 0 0 0 0

          投資活動収入計 8,565,000 12,402,910 959,479 13,362,389 △ 4,797,389

    ２．投資活動支出

      (１) 特定資産取得支出

              技術維持講習事業資産取得支出 9,250,000 8,737,500 0 8,737,500 512,500

            退職給付引当資産取得支出 2,635,500 1,863,746 542,928 2,406,674 228,826

            減価償却引当資産取得支出 1,369,071 233,750 1,135,321 1,369,071 0

          特定資産取得支出計 13,254,571 10,834,996 1,678,249 12,513,245 741,326

      (２) 固定資産取得支出

            什器備品購入支出 0 0 0 0 0

            ソフトウェア取得支出 0 0 0 0 0

          固定資産取得支出計 0 0 0 0 0

      (３) 敷金・保証金支出

            賃貸保証金支出 0 0 0 0 0

            保証金支出 0 0 0 0 0

          敷金・保証金支出計 0 0 0 0 0

          投資活動支出計 13,254,571 10,834,996 1,678,249 12,513,245 741,326

            投資活動収支差額 △ 4,689,571 1,567,914 △ 718,770 849,144 △ 5,538,715

Ⅲ  財務活動収支の部

    １．財務活動収入

          財務活動収入計 0 0 0 0 0

    ２．財務活動支出

          財務活動支出計 0 0 0 0 0

            財務活動収支差額 0 0 0 0 0

Ⅳ　予備費支出 1,000,000           －           －           － 1,000,000

            当期収支差額 △ 7,723,371 △ 11,737,270 10,477,767 △ 1,259,503 △ 6,463,868

            前期繰越収支差額 85,181,270 △ 178,116,100 263,297,370 85,181,270 0

            次期繰越収支差額 77,457,899 △ 189,853,370 273,775,137 83,921,767 △ 6,463,868
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１.資金の範囲

　　　なお、前期末及び当期末残高は、下記２に記載するとおりである。

２.次期繰越収支差額に含まれる資産及び負債の内訳

（単位：円）

　現金預金 85,796,041        88,456,401        

　　前払金 3,096,457          3,257,044          

　その他資産 3,436,307          3,692,310          

　　未収入金 339,850             435,266             

収収支支計計算算書書にに対対すするる注注記記（（総総括括））

　資金の範囲には、現金預金、その他資産（未収入金、前払金）、及

びその他負債 （未払金、前受金、預り金）を含めている。

科　　　目 前期末残高 当期末残高

89,232,348        92,148,711        

次期繰越収支差額 85,181,270        83,921,767        

　　預り金 856,523             

　　前受金

　合計

　その他負債 4,051,078          

-                      

1,297,236          

　合計 4,051,078          8,226,944          

8,226,944          

　　未払金 3,194,555          4,100,708          

2,829,000          
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(単位：円）
勘　　定　　科　　目

Ⅰ 資 産 の 部

  １．流動資産

    (１) 現金預金

         現  金 235,064      
         普通預金 33,221,337   
            三井住友銀行 東京公務部　0012180 17,690,531   
            みずほ銀行 　新橋支店　　0999142 13,686,753   
             　　　　　　新橋支店　　0999150 4,487        
             　　　　　　虎ノ門支店  4038051 767,920      
         　 ゆうちょ銀行 一三八店　　0523897 1,071,646    
         定期預金 55,000,000   
            三井住友銀行 東京公務部    3126 25,000,000   
            みずほ銀行 　新橋支店   6663123 30,000,000   
          現金預金合計 88,456,401   
    (２) その他流動資産
         未収入金 435,266      
         前払金 3,257,044    
         貯蔵品 2,645,882    
          その他流動資産合計 6,338,192    
          流動資産合計 94,794,593   
  ２．固定資産
    (１) 特定資産
         技術維持講習事業資産 40,450,000   
           定期預金
            みずほ銀行 　新橋支店   6663123 7,450,000    
           有価証券
            みずほ証券㈱ 利付国庫債券157回 33,000,000   
         退職給付引当資産 18,997,250   
           定期預金
            三井住友銀行 東京公務部    3126 18,997,250   
         減価償却引当資産 17,310,836   
           定期預金
            三井住友銀行 東京公務部    5213 17,310,836   
          特定資産合計 76,758,086   
    (２) 積立金資産
         事業安定積立金 106,639,659  
           定期預金
            みずほ銀行   新橋支店   6663123 26,873,259   
           有価証券
            みずほ証券㈱ 利付国庫債券157回 79,766,400   
          積立金資産合計 106,639,659  
    (３) その他固定資産
         造作 2,422,030    
         什器備品 1,179,063    
         ソフトウェア 149,151      
         電話加入権 204,760      
         賃貸保証金 11,176,000   
       　長期前払金(保証金) 279,400      
          その他固定資産合計 15,410,404   
          固定資産合計 198,808,149  
          資産合計 293,602,742  

Ⅱ 負 債 の 部

  １．流動負債
         未払金 4,100,708    
         前受金 2,829,000    
         預り金 1,297,236    
         賞与引当金 3,227,600    
          流動負債合計 11,454,544   
  ２．固定負債
         退職給付引当金 18,997,250   
          固定負債合計 18,997,250   
          負債合計 30,451,794   
          正味財産 263,150,948  

財財　　産産    目目　　録録
令和6年3月31日現在

金額
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【第３号議案】 定款の一部変更承認の件 
 
 
一般社団法人日本計装工業会定款第３条、第４条及び第３４条を別添改正後

のとおり改める。 

 

 施行日は、令和６年６月１８日からとする。 

 

 

【改正理由】 

登録計装基幹技能者講習及び計装工事技能者能力評価制度の実施機関とし

て認定されたため、関係する目的、事業及び中央審査委員会の規定について

変更を行うこととする。 

【【第第２２号号議議案案】】  理理事事及及びび監監事事選選任任のの件件  
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【第３号議案】 定款の一部変更承認の件 
 
 
一般社団法人日本計装工業会定款第３条、第４条及び第３４条を別添改正後

のとおり改める。 

 

 施行日は、令和６年６月１８日からとする。 

 

 

【改正理由】 

登録計装基幹技能者講習及び計装工事技能者能力評価制度の実施機関とし

て認定されたため、関係する目的、事業及び中央審査委員会の規定について

変更を行うこととする。 

【【第第２２号号議議案案】】  理理事事及及びび監監事事選選任任のの件件  
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ＡＪＩＩ−１０ 
 
 

2 
 

改正後 
 
八 本会が行う事業等の広報、普及及び

指導に関する事業 
九 官公庁その他の関係機関に対する要

望、諮問及び協力に関する事業 
十 その他本会の目的を達成するために

必要な事業 
２ 前項の事業については、日本全国にお

いて行うものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第７章 中央審査委員会 
（中央審査委員会） 
第３４条 本会に、中央審査委員会（以下

「審査委員会」という。）を置く。 
２ 審査委員会は、理事会の諮問に応じ、

第４条第１項第５号に定める計装士の技
術審査及び第６号に定める登録計装基幹
技能者講習について、試験問題の決定及
び試験の合否の判定基準並びに計装士の
技術審査及び登録計装基幹技能者講習に
関する基本的事項について審議し、理事
会に答申する。 

３ 審査委員会は、中央審査委員（以下「審
査委員」という。）をもって構成し、審査
委員の数は１０名以上１５名以内とす
る。 

改正前 
 
七 本会が行う事業等の広報、普及及び

指導に関する事業 
八 官公庁その他の関係機関に対する要

望、諮問及び協力に関する事業 
九 その他本会の目的を達成するために

必要な事業 
２ 前項の事業については、日本全国にお

いて行うものとする。 
 

第３章 会員 
（略） 

第４章 総会 
        （略） 

第５章 役員等 
        （略） 

第６章 理事会 
        （略） 
 

第７章 中央審査委員会 
 （中央審査委員会） 
第３４条 本会に、中央審査委員会（以下

「審査委員会」という。）を置く。 
２ 審査委員会は、理事会の諮問に応じ、

第４条第１項第５号に定める計装士の技
術審査について、試験問題の決定及び試
験の合否の判定基準並びに計装士の技術
審査に関する基本的事項について審議
し、理事会に答申する。 

 
 
３ 審査委員会は、中央審査委員（以下「審

査委員」という。）をもって構成し、審査
委員の数は１０名以上１５名以内とす
る。 

ＡＪＩＩ−１０ 
 
 

1 
 

                                    【別添】 
一般社団法人日本計装工業会定款（変更条文のみ（下線部）） 

改正後 改正前 
第１章 総則 

（略） 
 

第２章 目的及び事業 
 （目的） 
第３条 本会は、計装工事業及び関連する

計装技術の諸問題に関する調査研究、企
業の経営合理化に関する調査研究、技術
者・技能者の育成及び技術・技能の向上
並びに会員の交流に努め、計装工事業の
健全な進歩発展を図り、もって公共の福
祉の向上と産業界の発展に寄与すること
を目的とする。 

（事業） 
第４条 本会は、前条の目的を達成するた

め、次の事業を行う。 
 一 計装工事業の技術に関する総合的な

調査研究事業並びに技術書の整備及び
普及に関する事業 

二 計装工事業の企業合理化に関する調
査研究事業 

三 計装工事業等に関する資料の収集及
び調査研究事業 

四 計装工事業に必要な資材、機械及び
工具に関する調査研究並びにその改善
及び普及に関する事業 

五 計装士技術審査に関する事業 
六 登録計装基幹技能者講習に関する事 
 業 
七 計装工事に関する技術・技能の向上

及び人材育成に関する事業並びに関連
する調査研究事業 

 

第１章 総則 
（略） 

 
第２章 目的及び事業 

 （目的） 
第３条 本会は、計装工事業及び関連する

計装技術の諸問題に関する調査研究、企
業の経営合理化に関する調査研究、技術
者の育成及び技術の向上並びに会員の交
流に努め、計装工事業の健全な進歩発展
を図り、もって公共の福祉の向上と産業
界の発展に寄与することを目的とする。 

 
（事業） 
第４条 本会は、前条の目的を達成するた

め、次の事業を行う。 
 一 計装工事業の技術に関する総合的な

調査研究事業並びに技術書の整備及び
普及に関する事業 

二 計装工事業の企業合理化に関する調
査研究事業 

三 計装工事業等に関する資料の収集及
び調査研究事業 

四 計装工事業に必要な資材、機械及び
工具に関する調査研究並びにその改善
及び普及に関する事業 

五 計装士技術審査に関する事業 
 
 
六 計装工事に関する技術の向上及び人 

材育成に関する事業並びに関連する調
査研究事業 

 

- 34 -



ＡＪＩＩ−１０ 
 
 

2 
 

改正後 
 
八 本会が行う事業等の広報、普及及び

指導に関する事業 
九 官公庁その他の関係機関に対する要

望、諮問及び協力に関する事業 
十 その他本会の目的を達成するために

必要な事業 
２ 前項の事業については、日本全国にお

いて行うものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第７章 中央審査委員会 
（中央審査委員会） 
第３４条 本会に、中央審査委員会（以下

「審査委員会」という。）を置く。 
２ 審査委員会は、理事会の諮問に応じ、

第４条第１項第５号に定める計装士の技
術審査及び第６号に定める登録計装基幹
技能者講習について、試験問題の決定及
び試験の合否の判定基準並びに計装士の
技術審査及び登録計装基幹技能者講習に
関する基本的事項について審議し、理事
会に答申する。 

３ 審査委員会は、中央審査委員（以下「審
査委員」という。）をもって構成し、審査
委員の数は１０名以上１５名以内とす
る。 

改正前 
 
七 本会が行う事業等の広報、普及及び

指導に関する事業 
八 官公庁その他の関係機関に対する要

望、諮問及び協力に関する事業 
九 その他本会の目的を達成するために

必要な事業 
２ 前項の事業については、日本全国にお

いて行うものとする。 
 

第３章 会員 
（略） 

第４章 総会 
        （略） 

第５章 役員等 
        （略） 

第６章 理事会 
        （略） 
 

第７章 中央審査委員会 
 （中央審査委員会） 
第３４条 本会に、中央審査委員会（以下

「審査委員会」という。）を置く。 
２ 審査委員会は、理事会の諮問に応じ、

第４条第１項第５号に定める計装士の技
術審査について、試験問題の決定及び試
験の合否の判定基準並びに計装士の技術
審査に関する基本的事項について審議
し、理事会に答申する。 

 
 
３ 審査委員会は、中央審査委員（以下「審

査委員」という。）をもって構成し、審査
委員の数は１０名以上１５名以内とす
る。 

ＡＪＩＩ−１０ 
 
 

1 
 

                                    【別添】 
一般社団法人日本計装工業会定款（変更条文のみ（下線部）） 

改正後 改正前 
第１章 総則 

（略） 
 

第２章 目的及び事業 
 （目的） 
第３条 本会は、計装工事業及び関連する

計装技術の諸問題に関する調査研究、企
業の経営合理化に関する調査研究、技術
者・技能者の育成及び技術・技能の向上
並びに会員の交流に努め、計装工事業の
健全な進歩発展を図り、もって公共の福
祉の向上と産業界の発展に寄与すること
を目的とする。 

（事業） 
第４条 本会は、前条の目的を達成するた

め、次の事業を行う。 
 一 計装工事業の技術に関する総合的な

調査研究事業並びに技術書の整備及び
普及に関する事業 

二 計装工事業の企業合理化に関する調
査研究事業 

三 計装工事業等に関する資料の収集及
び調査研究事業 

四 計装工事業に必要な資材、機械及び
工具に関する調査研究並びにその改善
及び普及に関する事業 

五 計装士技術審査に関する事業 
六 登録計装基幹技能者講習に関する事 
 業 
七 計装工事に関する技術・技能の向上

及び人材育成に関する事業並びに関連
する調査研究事業 

 

第１章 総則 
（略） 

 
第２章 目的及び事業 

 （目的） 
第３条 本会は、計装工事業及び関連する

計装技術の諸問題に関する調査研究、企
業の経営合理化に関する調査研究、技術
者の育成及び技術の向上並びに会員の交
流に努め、計装工事業の健全な進歩発展
を図り、もって公共の福祉の向上と産業
界の発展に寄与することを目的とする。 

 
（事業） 
第４条 本会は、前条の目的を達成するた

め、次の事業を行う。 
 一 計装工事業の技術に関する総合的な

調査研究事業並びに技術書の整備及び
普及に関する事業 

二 計装工事業の企業合理化に関する調
査研究事業 

三 計装工事業等に関する資料の収集及
び調査研究事業 

四 計装工事業に必要な資材、機械及び
工具に関する調査研究並びにその改善
及び普及に関する事業 

五 計装士技術審査に関する事業 
 
 
六 計装工事に関する技術の向上及び人 

材育成に関する事業並びに関連する調
査研究事業 
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ＡＪＩＩ−１０ 
 
 

3 
 

改正後 
 
４ 審査委員は、学識経験者及び法人会員

の社員の中から、理事会の承認を経て、
会⻑が委嘱する。 

５ 審査委員は、職務上知り得た事項は、
これを他に漏えいしてはならない。 

６ 審査委員会の運営に関する事項、計装
士の技術審査及び登録計装基幹技能者講
習に関する事項は、理事会において別に
定める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

附 則 
 この改正は、令和６年６月１８日から施
行する。 
 
 
 
 
 
 

改正前 
 
４ 審査委員は、学識経験者及び法人会員

の社員の中から、理事会の承認を経て、
会⻑が委嘱する。 

５ 審査委員は、職務上知り得た事項は、
これを他に漏えいしてはならない。 

６ 審査委員会の運営に関する事項及び計
装士の技術審査に関する事項は、理事会
において別に定める。 

 
 
     第８章 運営協議会 
        （略） 

第９章 事業委員会 
        （略） 

第１０章 事務局 
        （略） 

第１１章 資産及び会計 
（略） 

第１２章 定款の変更及び解散 
        （略） 

第１３章 公告の方法 
         
   附 則 

（略） 
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